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この小論は，人口の減少傾向がみられる山村の場合には，人口減少の歯止め策や村勢の発展策と
山村における産業おこし
して考えられる産業おこしはどのようにして図ればよいかについて，富山県婦負郡細入村をその具
体的事例として考察することを目的としている。
この考察にあたっては，机上の考察だけに終らないために，既存の統計資料や各種のアンケート
調査結果を注意深く分析したほか，住民懇談会，委員会，協議会などの会議に出席し，実地調査を
行って，できる限り産業の実態を正しく把握するように努めた。
考察対象とする本村は往時から「富山県の南の玄関口」として交通の要所となってきた豊かな白
然環境さらには四季折折のすばらしい自然景観に恵まれた山里である。しかし，総人口が最近減少
傾向をたどり，人口構成も変化してきており，社会的経済的基盤が変動し，深刻な問題が提示され
ているため，新しい村づくりが必要である。特に村の経済の活性化のために産業おこしが必要であ
る。
この問題を含めた村が抱える諸問題に対処するために，村当局は昭和57年4月から昭和59年3月
までの期間を要して村民総ぐるみで「細入村総合計画書」を作成中である。この計画書は，村の振
興を願う村民の多様化した要望や期待に答えるとともに，村民と行政とが一体となって村の将来の
あるべき姿を見きわめて総合的，計画的で効率的な諸施策を着実に実施していくための行政運営の
指針として策定されているものである。
小生はこの総合計画書策定委員会専門委員の l人としてこの計画書の策定に参加したn これに伴
って，この村を直接訪ねて資料を収集したこと，会議に出席したこと，村の方々と懇談する機会に
度々恵まれたことなどを含めて昭和55年5月から昭和59年2月までの3年9か月にわたって38回ほ
ど調査研究し，努力を重ねた。この経験を生かして，村当局，村商工会，県庁などから収集した資
料および村民へのアンケート調査結果をさまざまな角度から妥当と考えられる限りのことをギリギ
リまで考えて小論を書くことにした。これが小論作成の動機である。また，山村の特性によって事
情が異なるとはいえ，山村における産業おこしの 1つのモデ、ル的指針と示唆が得られることを意図
して，小論を書くことにした。これが小論作成の意義になるのではないかと思われる。
小論の文章は現在作成中の計画書の原案で、書かれつつある文章とは異なっている。しかし小論
の文章は村の方々からみれば，内容の説明に不要な箇所もあると思われるが，調査研究論文の lつ
の書き方として小論のような書き方もあると考える。
細入村長水腰英太郎氏をはじめ村の方2からいただきました御好意に感謝します。
この小論の構成は次のとおりである。第E節では，細入村の産業おこしに係わる基本要因の現状
を分析する。第E節では，この村の産業の現状を分析し，そこに内在する問題点を指摘する。第N
節では，この村の産業をおこすための諸施策を考える。この具体策は単なる私見にすぎないことを
あらかじめおことわりしておきたい。第V節では，産業おこしに果たす行財政の役割を明らかにす
る。第VI節では，小論を要約し、主張点を明示するとともに，小論で、残された問題点を考える。
なお，小論は「地方の産業おこし」というテーマの下で調査研究している内容の 1つの章に該当
するものである。
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第E節細入村の産業おこしに係わる基本的要因の現状
1. 地理的特性および社会的経済的特性
細入村の地理的特性について初めに説明する。細入村は「富山県南部の飛騨山系の山あいの村で
あり，北は富山平野に臨み，南に行けば飛騨高原に至る。」面積は39.72km2, 東西約5.2km2, 南北
約14.5km，周囲約39.8kmで、あり， 東経137度1分～137度16分，北緯36度26分～36度34分に位置する
図II-1 細入村の位置
細長い形をした村で、ある。 また，本村は県境の村であり，南は岐阜県神間町と岡県宮川村に接し，
北と東は富山県大沢野町に接し，西は富山県八尾町に接している。高山市へは約40km, 富山市へは
約20凶で、あるように，昔から飛騨と越中を結ぶ交通の要所であったが， 現在も中部圏の交通の動脈
としで国道4,1号線と国鉄高山本線が本村を縦貫しており，本村はちょうど県境の村として「富山県
の南の玄関口」の役割を果たしている。村土の大部分は林野で， 全面積の約89.5%を占めているた
め， 神通川中流の神通峡に沿う国道41号線を背骨にして山あいに階段状に7つの集落〈表III-2,
図III-5）が南北に点在している。
気候条件をみれば，夏は涼しいが，冬は降雪が多い。風は南の方向の風が強く吹き，過去に火災
が多発している。火災などの災害については注ωの『室報1』に詳しい資料がある。
次に， 社会的経済的特性についてみれば， 次のように説明できる。「古くから神通川の豊富な水
量を利用した水力発電所の建設が始まり，戦後の電源開発ブームによって，一時的ではあったが，
村内に活性をもたらせた。」
しかし，総面積のうち耕地が少ない（表III-6 ，表m~16）ことから， 「急速に第1次産業の衰
退が進んだ。村内に雇用の場が少なく，交通事情に比較的恵まれているため，就業者の大半が近隣
の富山市，大沢野町，神岡町などに通勤し，ベッドタウ γの様相も呈するに至った。また，住宅適
地の不足，降積雪による冬季の不便さなどもあって人口の減少を招いている。」
このような地理的特性と社会的経済的特性の下で，本村の産業をおこすための基本的要因として
人口動態， 就業構造， 所得構造および財政状況を取り上げ， これらの安闘の現状について分杭す
る。
2. 人口動態
(1) 総人口
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細入村の人口動態について調べられる資料としては，細入村総務課編，『住民基本台帳人口統計』，
富山県統計情報課編， 『富山県の人口』，総理府統計局編， 『国勢調査報告』がある。
昭和55年IO月1日現在の国勢調査結果（次回の調査は5年後である。〉によれば，細入村の総人口
1 km2当り人口密度は67.4人である。本村の総人口は，昭和22年まで趨勢的な増
加傾向を示し，昭和5年に国鉄高山本線の建設工事に伴い3,696人となり，昭和22年には4,240人に
達したが，それ以後昭和45年まで2,676人へと減少した。昭和50年には三井金属工業の社宅建設が
あって2,870人に復したが，昭和55年に同社の経営合理化などによって2,679人となり， 10年前とほ
ぼ同数になった。最近5年間の昭和50年～昭和54年では，経済的社会的基盤の変化の影響を受けて
総人口の推移と人口構造の特色① 
は2,679人であり，
このように長期的にみれば本村の総人口は減少傾向を本村の人口減少率は4.8%と鈍化している。
たどっている〈表Il-1）。
人口と世帯数の推移図II-1
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表Eー uζ同じ。資料
高齢
昭和25年の5.8%が昭和55年に
（表II-4),本村の人口構造の特色は，若年層の流出，出生の減少がみられるだけでなく
〈表II-3）ことである。 65歳以上の老年人口は，化が進んでいる
は13.8%に増加しており，本村も県内の他の地域と同様に人口減少と高齢化の進行というこ重の苦
カ3
難に直面している。
65歳以上の高齢者の集落別状況を表II-2のように昭和57年12月末現在でみれば，
34.5%と最も多く，次いで、「農業者」が28.6%，「病人」が15.2%，「自営者」が10.7%，「勤務者」
が6.7%などの状況であることがわかる。 この資料は，注（2）の専門委員会で調査の必要を協議した
「無職者」
ことに基づいて，今回はじめてわざわざ役場の方に調べていただいたなかなか得がたい貴重な資料
である。
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総人口と世帯数の推移
戸数又は 人 口 （人〉 対前回人口 1】団2当りの 1世帯当りの人員（人〉
年 次
数！ 細入村｜富世帯数 総 男 女 増減率（%）人口密度（人〉 山県
大正9年 477 2,266 1,164 1, 102 57.0 4.75 
14 602 2,874 1,545 1,329 26.8 72.4 4.77 一
昭和5年 一 3,696 2,180 1,516 28.6 93.1 一 一
10 一 2,621 1,374 l, 247 ム29.l 66.0 
15 一 2,851 1,535 1,316 8.8 71. 8 一 一
22 一 4,240 一 48.7 106.7 一
25 819 3,892 1,912 1,980 ム8.2 98.0 4.75 5.23 
30 804 3,770 1,862 1,908 ム3.1 94.9 4.69 5.12 
35 774 3,448 1,712 1,736 ム8.5 86.8 4.45 4.82 
40 714 3,008 1,490 l,518 ム12.8 75.7 4.21 4.45 
45 684 2,676 1,283 1,393 ム11.0 67.4 3.91 4.15 
50 741 2,870 l, 391 1,479 7.2 72.3 3.87 3.98 
55 712 2,679 1,291 l,388 ム6.7 67.4 3.76 3.79 
56 690 2,641 l,260 l, 381 ム1.4 66.5 3.83 
57 677 2,555 1,227 1,328 ム3.3 64.3 3.77 
58 2,641 l, 276 l,365 
表 II-1
『富山県の人
資料総理府統計局編，『国勢調査報告』，阻和55年10月1日現在。
注大IE9年～昭和22年は現在人口，昭和25年以降は常住人口である。昭和56年以降は富山県統計情報課編，
口一富山県人口統計調査結果報告書』，および昭和58年は同年1月末現在である。
人〉
じ1 勤務者 農業者 自営者 無職者 家 事 病 人 計
笹 津 1 2 2 1 1 4 2 2 3 18 
岩 f荷 1 6 3 1 1 1 1 1 2 17 
害1 山 2 2 
檎 原 2 26 11 6 3 19 8 1 6 7 89 
検原一区 1 1 5 9 1 4 21 
荷主原高田 3 2 1 10 2 10 3 9 1 7 48 
検原三区 1 1 10 7 3 22 
庵 谷 3 7 8 7 6 1 2 34 
片 掛 1 14 1 3 1 6 4 2 3 35 
猪 谷 5 3 8 12 2 5 16 8 4 7 70 
蟹 寺 3 4 1 4 1 1 1 3 18 
6 I 70 I ~ 25 I 15 ~ 8~ 47 ~ ~ 1 1 20 I 37 J 374 
1. 6 18. 7 9 6. 1) 4. 21. 12. 4 9. 91 100.協
A+B（広） 6. 7 28.6 10. 7 34.5 4.3 15.2 
（昭和57年12月末現在〉（単位65歳以上の高齢者の状況〈社会，家庭での役割〉表 Eー 2
常勤者
非常勤者
農作業従事者
農作業手伝者
自営者
自営手伝者
資料細入村総務課調べ。
注区分内容
1. 勤務者
????
農業者
自営者
2. 
3. 
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4. 無職者 A 元気な者
B ~~い者
5. 家事 A 家事が主である者
B 家事手伝
6. 病人 A 重度病人〈入院など〉
B 軽病人
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表Il-3 年齢3階級別人口の推移
~ 年少人口（0～14歳〉 生産年齢人口 (15～64歳〉総数l男｜女 総 数｜ 男 女
昭和年 J.！，叫
38.1 56.1 
30 
35.3 58.2 
35 2,216 
29.5 64.3 
40 36 
23.3% 69.2% 
45 
21. 0 69.1 
50 
21. 6 67.6 
55 899 
21. 3 64.9 
56 
20.9 64.8 
57 
20.9 64.4 
58 
20.3 65.0 
（単位人〉
老年人口（65歳以上〉
総 数｜ 男 女
133 
5.8 
138 
119 
6.2% 
114 
7.5 
142 
9.9 
311 176 
10.8 
370 211 
13.8% 
216 
14.3 
219 
14.7 
162 228 
14.7 
資料表II-1に同じ。昭和56年と阻和57年の10月1日現在の人口は富山県統計情報課編．『富山県の人口J，昭紅白年，昭和
57年。昭和58年1月末現在の人口は表II-3の資料による。
② 男女別人口
本村の総人口を性別にみれば，男子1,291人（48.2%），女子1,388人（51.8%）で女子が多い。昭
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?
?
和50年に比べれば，昭和55年の場合は男子が7.2%，女子が6.2%とそれぞれ減少した（衷JI-1）。
③年齢別人口
本村の総人口を年齢3階級別にみれば，昭和55年ではO～14歳の年少人口， 15～64歳の生産年齢
人口， 65歳以上の老年人口が総人口に占める割合はそれぞれ21.3%, 64. 9%, 13. 8%である。この
割合を本県全体の構成比と比べれば，年少人口の割合がやや小さく，老年人口の割合は大きい。
(2) 人口増減
① 自然、動態
昭和55年の出生と死亡は同数である。出生数は昭和50年以降ほぼ横ばいで推移し，昭和55年には
減少したが，死亡数はほぼ横ばいで推移している（表JI-4)。
② 社会動態
昭和55年の社会動態をみれば，転出と転入はともに前年に比べて減少したが，差引き転出超過と
なっている〈表Il-4）。社会動態の推移をみれば，昭和50年以降も毎年大幅な転出超過が続き，
人口減少の大きな要因となっている。
表Il-4 人口増減の推移 （単位人〉
~ 自 然 動 態 社 ム;d 動 態純増減数 生 1死 亡l自然増減 入l転 出｜社会増減出 転
昭和50年 182 38 24 14 316 148 168 
51 ム24 41 24 17 89 130 ム41
52 ム80 36 26 10 68 158 ム90
53 10 35 25 10 120 120 。
54 ム33 36 20 16 114 163 ム49
55 ム44 25 25 。 85 129 ム44
56 ム39 23 24 ム 1 79 117 ム38
57 ム64 15 13 2 48 114 ム66
資料細入村総務課編，『住民基本台帳人口統計J，昭和50年～昭和57年。
(3) 集落別人口
昭和55年10月1日現在，検原が本村の総人口の25.2%を占めて最も多く，次いで猪谷の20.2%,
検原高田の13.3%の順となっている （表Il-5）。検原一区， 織原三区を合わせた検原周辺には総
人口の47.2%が居住し，三井金属工業の猪谷社宅を合わせた猪谷周辺には総人口の26.1%が居住し，
本村の北部と南部の2大人口集積地を形成している。
集落別人口の推移をみれば，昭和50年～昭和55年の5年間で割山の減少率（66.7%）が最も大き
く，次いで猪谷社宅，検原一区が顕著である。人口が減少した集落は13集落のうち8集落であり，
人口が増加した集落は蟹寺，笹津，検原の3集落である。
(4) 世帯数
昭和55年10月1日現在の本村の世帯数は712世帯で，昭和50年に比べて3.9%減少した〈表 JI-
1）。一世帯当り人員は3.76人と昭和50年に比べて僅かに減少した。
昭和25年以降の本村の世帯数は減少傾向にあり， 1世帯当り人員は昭和25年の4.75人から昭和55
年の3.76人へと l人ほど減少し世帯規模の縮小傾向が続いている。
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表Il-5 村内集落別人口とその推移
集そ落の＼他別項・ ＼ 目＼＼ 
昭和50年国勢調査結果（人〉 昭和55年国勢調査結果 （人〉 5~総昭年人和）5口0年の対比昭較和
左の内訳 住集合す落（にる%居〕］ 
増減数増減率
世帯数総人口 男 l｜女 世帯数総人口 男 I ｜女 （人〉（広〉
笹 津 32 120 57 63 31 128 64 64 4.8 8 6.7 
岩 手話 22 106 57 49 21 98 49 49 3.6 ム8 ム7.5
害1 山 3 9 4 5 2 3 2 1 0.1 ム6 ム66.7
橋 原 153 647 297 350 174 674 313 361 25.2 27 4.2 
撒原一区 48 128 59 69 38 101 49 52 3.8 ム27 ム21.l 
檎原高田 110 399 206 193 94 356 183 173 13.3 ム43 ム10.8
檎原三区 36 131 58 73 36 132 56 76 4.9 1 0.8 
庵現庵片谷発電所工事谷場掛
52 215 106 109 54 196 100 96 7.3 ム19 ム 8.8
4 42 37 5 一 一 一 ー 一 ム42皆減
48 174 80 94 46 166 77 89 6.2 ム 8 ム 4.6
ち宅蟹 金属猪谷在寺
142 566 268 298 141 541 261 280 20.2 ム25 ム 4.4
59 216 106 110 43 158 80 78 5.9 ム58 ム26.9
31 115 55 60 31 124 56 68 4.6 9 7.8 
カ口 賀 沢 1 2 1 1 1 2 1 1 0. 1 。 。
メロ~ 計 741 2,870 1,391 1,479 712 2,679 1,291 l, 388 100.0 ム191 ム 6.7
資料表II-3，表Il-41乙同じ。
3. 就業構造
(1) 産業別就業人口
昭和55年10月1日現在の国勢調査結果によれば，本村の産業別人口は，表II-6のとおり，第l
次産業が171人（構成比11.4%），第2次産業が666人〈同44.6%），第3次産業が657人（向44.0%),
合計l,494人（同100.0タのである。この就業人口は， 15歳以上の人口2,109人の70.8%を占め， 労
働力人口（15歳以上65歳未満） l, 507人の実に99.1%を占めている。
昭和45年に比べて， 第 l次産業は164人（49.0%）減少したが， 第2次産業は12人（1.8%），第
3次産業は50人（8.2%）とそれぞれ増加している。
業種別〈産業中分類別〉就業人口をみれば，昭和45年に比べて，第1次産業の農林業は大幅に減
少し，第3次産業の電気・ガス・水道業と運輸・通信業はともにかなり減少し，第2次産業の製造
業〈工業〉と建設業はともに少し減少している。これに対して，第3次産業のその他の業種は増加
している。
(2) 就業率
昭和55年の国勢調査結果では，総人口に占める就業者総数の比率すなわち就業率は55.8%で県全
体の52.2%を上回っている。女子の就業率は48.0%であり，県全体の43.2%を上回っている。また，
15歳以上65歳未満の生産年齢人口当りの就業率は77.1%であり，この年齢人口では男子の就業率は
87.7%，女子の就業率は67.2%である。さらに， 65歳以上の老年人口当りの就業率は41.4% （男子
57.2%，女子29.4%）であり，男子の高齢者の半数以上が就業している。これらの就業率は表II-
7に基づいている。
(3) 雇用者数と雇用者の大分類別職業
表11-6 産業大分類別就業人口の推移
－恒×~1ー「: 乞×伊100 む）ー（同昭和 45 年 ω 昭和 50 年（B) 昭和 55 年。 ×倒100 
産業大分類別
男J女 比率 男 女 比率 増減率 男 女 比率 増減率 増減率総 数 加 100.例 1竺オ 叫100.例ム 1.2%1 同1叫 6今5.3%
第 1 次 産 業 2461 21. o I 判 13.oIム38.5 I 11 11.4 Iム49.0 17.0 
農 業 オ20.2I オJ lP.:6同2I オ$~林 業 13 4 0. 8 2 0.4 .2 0.2 .9 57.1 第 2 次 産 業 247 43.2 .1 
鉱 業 17 17 一 1.1 26 25 1 1. 6 52.9 62 59 3 4.1 264.7 138.5 
建 設 業 208 184 24 13.0 227 194 33 14.4 9.1 198 170 28 13.3 ム 4.8 ム12.8
製 造 業 429 185 244 26.9 428 215 213 27.2 ム 0.2 406 157 249 27.2 ム 5.4 ム 5.1
第 3 次 産 業 判 38.oI 判 43.s I 13. 1 I 2681 44. o I 8.2い4.8
事官 売 業 198 88 110 12.4 234 116 118 14.8 18.2 204 103 101 13.6 3.0 ム12.8
金 融・保 険業 10 4 6 0.6 8 1 7 0.5 ~20.0 16 5 11 1.1 60.0 100.。
不 動 産 業 1 1 0.1 1 一 1 0.1 2 1 1 0.1 100. 0 100.0 
運 輸・通信 業 139 121 18 8.7 132 117 15 8.4 ム 5.0 122 115 7 8.2 ム12.2 ム7.6
電気・ガス・水道業 43 38 5 2. 7 42 34 8 2.7 ム2.3 30 25 5 2.0 ム30.2 ム28.6
サ 一 ビ ス 業 173 84 89 10.8 224 101 123 14.2 29.5 228 104 124 15.3 31. 8 1. 8 
公 務 43 36 7 2.7 49 41 8 3.1 14.0 55 36 19 3.7 27.9 12.2 
資料総理府統計局編，『国勢調査報告』，昭和45年，昭在50年，昭紅55年。
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表 Eー 7 年齢5階級別・産業分類別の村民の村内外就業者数と就業率（昭和55年〉
村 内 村 外 村内就業率 村外就業率
区 分 総
数是宅到話器君九管室｜襲県妥 く%〕 く%〉
｜ 就業者総（人数〉 ｜  同 4 I 350 393 I 659 I 92 I 50.3 
15～ 19歳 19 一 3 16 15.8 84.2 
20～ 54 l, 120 149 311 578 82 41. 1 58.9 
年 55～ 64 202 90 49 55 8 68.8 31. 2 
65～ 74 127 89 28 9 1 92. 1 7.9 
齢 75歳以上 26 22 2 1 1 92.3 7.7 
男 64.5 
5 
15～ 19歳 8 一 1 7 12. 5 87.5 
階
20～ 54 620 42 116 386 76 25.5 74.5 
55～ 64 109 23 33 46 7 51. 4 48.6 
級
65～ 74 71 41 20 9 1 85.9 14. 1 
75歳以上 20 16 2 1 1 90.0 10.0 
~lj 女 32.6 
15～ 19歳 11 一 2 9 一 18.2 81. 8 
人 20～ 54 50(} 107 195 192 6 60.4 39.6 
55～ 64 93 67 16 9 1 89.2 10.8 
65～ 74 56 48 8 100.0 0.0 
75歳以上 6 6 一 一 一 100.。 0.0 
業産分類？ 。別 第1次産業 171 163 6 1 1 98.8 1. 2 第2次産業 666 58 217 314 77 41. 3 58.7 
第3次産業 657 129 170 344 14 45.5 54.5 
割昭和45年 l 36.7 
昭和 50年 1,577 429 632 114 52.7 47.3 
資料表Eー 1に同じ。
注昭和55年10月1日現在の国勢調査結果。
就業人口l,494人のうち雇用者は1,099人で73.6%を占めている〈表II-8）。雇用者の内訳は，
第2次産業が最も多くて582人〈構成比53.0%），第3次産業が515人（同46.9%），第1次産業2人
〈同0.1%）である。雇用者のうち男子は674人〈構成比61.3%), 女子は425人〈同38.7%）であ
る。
雇用者数1,099人の大分類別職業をみれば，雇用状況がわかる。最も多いのは技能工，生産工程作
業者および労務作業者の570人（構成比51.9%）が半数以上を占めて最も多く， 次いで事務従業者
の178人（同16.2%），専門的・技術的職業従事者の108人（同9.8%）の順となっている〈表II-8）。
(4) 本村常住者の村外就業者数とその就業地
本村に常住する15歳以上の就業者数1,494人のうち751人（50.3%）が村外で働いている（表II-
9）。村外就業者数は昭和45年に比べて165人（28.4%）増加しており，昭和55年になってはじめて
村外就業率が村内就業率を上回ったことは注目すべきことである。特に男子の村外就業率は64.5%
と高く，女子の就業率については村外，村内，自宅がほぼ同数である。村外の主な従業地は，富山
表 n~s 職業（大分類）・従業上の地位（5区分〉・男女別15歳以上就業者数 （単位人〉
＼＼＼＼＼＼＼ 従業上の地位 総 数 雇 用 者 役 員 雇人のある業（主a) 雇人のな（いb）業2主〉 家族従業者
＼＼＼ 1) 
職業（大分類〉別 ＼＼＼＼＼ 
｜男｜女 ｜男｜女 ｜男｜女 ｜男｜女 ｜男｜女 ｜男｜女
総 数 11.49 州問91 271 23 41 2 1 叫釘｜ 139 
専門的・技術的職業従事者 114 60 54 108 54 54 1 1 1 1 4 4 ー
戸日海 理 的 職 業 従 事 者 46 45 1 35 34 1 9 9 2 2 一 ー 一 一 一
事 務 従 事 者 188 86 102 178 86 92 1 一 1 一 一 一 一 9 9 
販 売 従 事 者 131 70 61 55 37 18 1 1 一 8 7 1 37 20 17 30 5 25 
農 林 漁 業 作 業 者 175 54 121 7 4 3 一 一 89 48 41 79 2 77 
採 掘 作 業 者 47 47 一 47 47 一 一 一 一 一 一
運 輸 通 信 従 事 者 63 62 1 62 61 1 一 一 一 1 1 一 ← 
技能工，生産工程作業者および労務作業者 660 385 275 570 341 229 1 1 －ー 14 11 3 53 25 28 22 7 15 
保 安 職 業 従 事 者 5 5 一 5 5 一 一 一 一 一 一 ← 
サー ピス職業 従事者 65 14 51 32 5 27 一 一 一 2 2 17 6 11 14 13 
分 類 不 の 職 業 一 一 一 一 一 一 一 一
資料表II-11＜：.同じ。
注昭和55年10月1日現在。 1）は地位「不詳」の人を含む。 2）は［家庭内聴者Jを含む。
表 Il-9 本村常住者の村外就業者数と村外就業地 （単位人〉
1アリ 15歳以上 村外 県 内 県 外 （参考〉 村内就業者就業者 就業者
数｜富山市｜大沢野町｜八尾町｜婦中町｜吋 数｜需品書｜吋 数｜自宅｜開総数 総数 総 総 総
実 昭和45年 1,596 585(36.7) 529(33. 1) 294 164 33 10 27 56(3.5) 16 l, 011(63. 3) 554 457 
50 1,577 746(47.3) 632(40.1) 345 212 23 23 29 114(7.2) 97 17 831(52.7) 402 429 
数 55 1,494 751(50.3) 659(44.1) 353 211 33 35 27 92(6.2) 76 16 743(49.7) 350 393 
総務｜
24.6 。I250.0 I 64.3 90.0 ム26.5
資料表II-l!L.同じ。
注 （〉書きは構成比（%）である。
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市が353人で村外就業者の47.0%を占めて最も多く，次いで大沢野町の211人〈構成比28.1%)' 神
岡町の76人〈同10.1%），婦中町，八尾町の順となっている。
年齢5階級別でみれば， 54歳以下の就業者数はl,139人で就業者総数〈就業人口〉の76.2%に相
当するが，このうちの59.4%(676人〉は村外で働いている。また， 54歳以下の男子の村外就業率
は74.7% (469人〉であり，高い割合である。 55歳以上の村外就業者総数に占める村外就業率は21.2 
% (75人〉，男子の村外就業率は32.5%(65人〉と低い割合である。
産業大分類別にみれば，村外の第2次産業に就業する者が最も多く，その村外就業率は58.7% 
(391人〉であり，次いで第3次産業での村外就業率が54.5%(358人〉，第l次産業でのそれが1.2 
% (2人〉の順である。
このような就業者の村外流出は村内に男子に適した就業の場が不足していることをあらわしてい
る。村内に常住する就業者の労働力が村外へ流出せざるを得ないのは，前述のことのほか，交通至
便で都市部に近いことから近隣の市町村に就業の場を求めて現金所得を得たし、からである。
(5) 村外常住者で本村に働きにくる就業者数
村内で就業する人は昭和55年には1,010人であり，このうち村内常住者の就業者数は743人（73.6
%〉，村外常住者の就業者数は267人（26.4%）である（表Il-10）。昭和45年に比べれば，村外常
住者で本村に働きにくる人は4.8%増加している。これは村内常住者の就業者数も就業率も低下し
ているからである。
前述の267人のうち，村内の第2次産業に就業する者は161人（60.3%），第3次産業の就業者数
は102人（38.2%）であり，第l次産業の就業者数は林業の4人である。 267人の性別では男子が
179人（構成比67.0%），女子が88人（同33.0）のである。村外常住者の常住地は大沢野町が129人
と最も多く，次いで八尾町の43人，神岡町の36人，富山市の31人などの順となっている。これらの
人々は村内の建設業，電気機械器具製造業，学校，国鉄，発電所などで就業している。
~~：：1-; ~：副総県山I~の＼f;~の他
：「叩~l l. ~~~~ml ：~~I ：~ ~~：~ ~ ~ ~ ~ ~：J ：：~：： !j~ ~ 2~ 
縦割ムベ L26.51L36. 
4. 所得構造
前項のような就業構造の中で所得を得ているわけである。この所得は世帯にとっては収入である
から， 昭和55年の国勢調査のときの普通世帯数706世帯における家計の収入別世帯数をみれば， 賃
金・俸給が主である世帯が569世帯と最も多く80.6%を占め，次いで事業収入が主である世帯が66
??
〈表II-11）。こ
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世帯（9.4%），恩給・年金が主である世帯が52世帯（7.4%）などの順で示される
の点にも就業者の世帯と高齢者の世帯の多いことが示されている。
〈単位世帯又は戸）
雇用保険｜内職収入｜乙 m J.+t 
が主 ！が主 I -' V_/ ·1~ 
I 1 I 
I o.1 1 
表II-11 普通世帯における家計の収入源別世帯数（昭和55年〉
｜普 通｜賃金・俸給｜事業収入｜恩給・年項目｜ ｜が主である｜ ｜ 
｜世帯数｜世帯数 ｜が主 ｜金が主
霊I 706 I 569 I 66 I 
構比｜ ｜ ｜ ｜ 成%I 100. o I so. 6 I 9. 4 I 
資料表II-IK同じ。
注 昭和55年10月1日現在。
農業収入
が主
仕送り
が主
1 
0.1 
3 
0.4 
3 
0.4 
11 
1. 6 
52 
7.4 
これらの世帯が得ている村民所得を推計する資料がないので，
として「課税所得金額」をみる方法がある。
昭和57年度の総所得金額の場合には，総納税義務者数は1,129人，住民税〈個人〉の年間課税総所
その所得を推定する方法困るが，
（表II.-12）。得金額は21億7,359万9,000円 1人当りの年間課税総所得金額は192万5,000円である
この納税義務者l人当りの年間課税総所得金額は，県平均197万8,000円や市部平均205万1,000円を
その対前年伸び率は鈍化の傾向にあしかし，町村部平均181万6,000円を上回っている。下回るが，
り，低成長経済期の影響を受けている。
住民税（個人〉の課税総所得金額の推移
区 分 昭和田年度｜昭和一｜昭和問［昭和昨度｜話通話あ
総金 納税義務者数（人〉 886 l, 054 1,096 l, 129 27.4 
所 総所得金額（千円〉 l, 079, 145 1,839,883 2, 041, 462 2,173,599 101. 4 
得額 1人当り（千円〉 1,218 1,746 1,863 l, 925 58.0 
所得給与が主たる者
納税義務者数 798 981 1,021 1,049 31. 5 
総所得金額 972,280 l, 685, 453 1,862,937 1,985,469 104.2 
1 人当り 1,218 l, 718 l, 825 l, 893 55.4 
業所営得が主たる者
納税義務者数 60 42 36 60 0.0 
総所得金額 59,242 49,684 50,334 103, 177 74.2 
1 人当り 987 l, 183 1,398 1,720 74.3 
農業所得主がたる者
納税義務者数 2 1 一 一 一
総所得金額 l, 149 l, 152 一 一
1 人当り 575 l, 152 一 一 一
他そ自り業所事得主がたる者
納税義務者数 24 30 36 11 ム54.2
総所得金額 45, 152 103,594 125,060 77,041 70.6 
1 人当り l, 881 3,453 3,474 7,004 272.4 
他その 所得者
納税義務者数 2 一 3 9 350.0 
総所得金額 l, 322 一 3, 131 7,912 498.5 
の 1 人 当 り 661 1,044 879 33.0 
表II-12
資料細入村総務課編，『課税状況調べ』，回和50年度，昭和55年度～昭和57年度。
注 1. 「納税義務者数」は住民税の個人の所得割の納税義務者をいう。
2. 所得の区分は，主たる所得に従たる所得が含まれている。
3. 譲渡所得について分離課税をした者に係わる分は含まれていない。
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表Il-13 1人当り年間課税総所得金額の推移
昭和50年度
増 カ日 率（%） 50～57年度
区 分 昭和55年度 昭和56年度 昭和57年度
恥 56年度｜恥昨度 増加率（%〉
千円 千円
細入村 1, 218 l, 746 l, 863 l, 925 
(90.1) (93. 1) (93. 1) (92:9) 6.7 3.3 58.0 
1,270 l, 769 1,888 1,978 
(81. 0) (85.4) (87. 1) (87.3) 6.7 4.8 55.7 
市 949 1,840 1,965 2,051 
(60.5) (85.5) (86.7) (86.9) 6.8 '4.4 161. l 
1,125 l, 614 1,721 1,816 
(77.6) (85.3) (87.9) (88.1) 6.6 5.5 61. 4 
資料富山県総務部地方課，富山県市町村会館管理組合共編，『市町村税の状況J，回社50年度，昭紅5年度～昭紅57年度。
富山県統計情報課編，『富山県勢要覧』，昭紅5年度～昭紅57年度。
注 1. ( 〉書きは総納税義務者数iζ占める給与所得が主たる者の割合（広〉である。
2. 譲渡所得について分離課税をした者に係わる分は含まれていない。
所得者のうち給与所得が主である者は92.9%を占めるが，これは県平均，市部平均，町村部平均
をいずれも上回っている（表II-13）。このことは村民所得が近隣市町村の就業先で得られている
ことを意味する。このような本村の所得構造の特色がある。この構造は今後の産業おこしと併せて
村内で所得の増大を図るように徐々に変わっていかなければならない。
5. 財政状況
(1) 財政構造
昭和56年度の一般会計決算は，歳入総額で9億6,942万3,000円，歳出総額で9億5,156万円であ
る。歳入歳出差引額を示す形式収支は， 1,786万3,000万円の黒字である。この形式収支から翌57年
度に繰り越すべき財源〈昭和56年度はなし〉を差しヲい、た実質収支はl,786万3,000円の黒字である。
前年度実質収支を控除した単年度収支も162万1,000円の黒字である。標準財政規模（表II-14を参
照〉は 4億6,932万円である。経常収支比率〈表II-14を参照〉は71.1%であり，通常妥当とされ
る75%以内に収まっている。
昭和52年度～昭和56年度の最近5か年間の財政状況をみれば，形式収支と実質収支は各年度とも
黒字であるが，実質収支比率（表II-14を参照〉は低下傾向にある。昭和56年度には単年度収支は
回復している。標準財政規模は，金額では増加傾向にあるが，対前年度比では低下傾向にある。
経常収支比率は財産構造の弾力性を示す重要な指標である。この比率は本県の町村部平均に比べ
ればやや上回っている。地方債現在高に対する積立金現在高の比率は，昭和52年度が41.5%，昭和
55年度が27.3%と低下傾向を示していても町村部平均よりも大きい。財政関連指標でみる限り，同
一規模の町村の財政に比べて本村の財政は健全である。
(2) 財政収入の構造
財政収入〈歳入〉を示す指標の lつは財政力指数（表II-14を参照〉である。これは財政の豊か
さあるいは余裕を判断する理論上の指数であり， 1 v：こ近く， lを越えるほど財源に余裕があること
を示すものである。昭和40年代に地方交付税の交付団体になって以来財源に余裕がなくなってお
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り，昭和52年度以降の財政力指数は0.4台で昭和56年度は0.407である。昭和53年度以降では町村部
平均よりも財政収入は優れている。
表Il-14 財政関連指標 （単位千円〉
「l一一子一一＿＿q:_ 
1 歳 入 総 額 447,325 717,195 c92gs~13 802,614 969,425 （ム 1.4) c 60.3) （ム12.8) c 20.3 
2 歳 出 総 額 424,395 694,346 892,336 786,372 951,560 （ム 1.2) c 63.6) c 28.5) （ム11.9) c 21. 0) 
3 歳入歳出差引額 (1ー 2) 22,930 22,849 28, 410 16, 242 17,863 
4 翌年度へ繰り越すべき財源 一 一
5 実 質 収 支（3- 4) 22,930 22,849 28, 410 16,242 17,863 
6 単 年 度 収 支 ム l,558 ム81 5,561 ム12,168 l, 621 
7 積 立 金 10,000 33,700 30,000 一 一
8 繰 上 償 還 金 一
9 積立金とりくずし額 一 一 30,279 84,377 
10 実質単年度収支（6+7+8+9) 8,442 33,619 35,561 ム42,447 ム82,756
基 準 財 政 需 要 額 266,462 307,934 345, 195 403,404 415,753 
基 準 財 政 収 入 額 145,597 144,996 150,590 154,270 168,623 
標 準 財 政 規 模 313, 185 354,385 3~ii285 4525:80 46~3320 (23.6) (13.2) . 0) (1 ) . 7)
財 政 力 指 数 0. 411 0.458 0.484 0.430 0.407 
実 質 収 支 比 率 7.3% 6.4% 7.2% 3.6% 3.8% 
公 債 費 比 率 5.4% 5.5% 4.6% 5.8% 
積 立 金 現 在 高 75,839 83,050 123,050 107,771 
自 主 財 源 比 率 55.4% 39.4% 40.9% 40.2% 43.2% 
地 方 債 現 在 両 182,917 257,442 353,203 394, 611 
債 務 負 担 行 為 61. 913 61,913 63,283 58,430 
経 持白主， 収 支 上じ 率 74.6% 76.0% 73.1% 68.9% 71.1% 
資料表Eー 3に同じ。富山県総務部地方課，富山県市町村会館管理組合共編，『市町村財政の概要』，昭和52年度～昭和56
年度。
注財政力指数は3か年の平均値である。歳入総額，歳出総額，標準財政規模などの各年度の（〉書きは対前年度増減率
〈%〉である。
（参考〉 標準財政規模＝（基準財政収入額一譲与税〉×並立＋譲与税＋普通交付税
75 
経常経費充当一般財源額経営収支比率＝ 、 ×100 経常一般「＇－＂＂＇市戸
財政力指数＝基準財政収入額
基準財政需要額
実質収支額実質収支比率＝ ×100 標準財政規模
公債費比率＝公債費充当一般財源額一災害復旧費等に係・る基準財政需要額×
標準財政規模ー災害復旧等に係る基準財政需要額
歳入は，図 Il-2のように，① 一般財源と特定財源，② 自主財源と依存財源，によるものに
分けてみれば，次のようになっている。
昭和56年度の歳入では，一般財源は5億2,863万2,000円で歳入総額に占める一般財源の比率は
54.5%である。一般財源の内訳では，地方税が2億4,447万8,000円で対前年度比19.5%増と伸び，
自動車交付金は対前年度比9.1%増と伸びたのに，地方交付税が2億7,187万4,000円で対前年度比
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1.2%減となっているく表II-15）。
表日－15 歳入の推移 （単位千円，%）
昭和52年度 昭和53年度 昭和54年度 昭和55年度 昭和56年度
歳 入 JIJ 
決算額｜構成比 決算額｜構成比 決算額｜構成比 決算額｜構成比 決算額｜構成比
地 方 税 193,246 43.2 192,109 26.8 201,946 21. 9 204,660 25.5 244,478 25.2 
一 地方譲与税 4,627 1. 0 4,785 0.7 6,773 0.7 6,969 0.9 6,644 0.7 
娯楽交付金 一 一 一 一 一 一 一
般 自動車交付金 4,636 1. 0 5,287 0.7 5,829 0.6 5, 168 0.6 5,636 0.6 
財
地方交付税 136,654 30.6 182,028 25.4 215,390 23.4 275,093 34.3 271,874 28.0 
普通 120,485 26.8 162,609 22.7 194,605 21. 1 249, 134 31.1 246,865 25.5 
源 特別 16, 169 3.8 19, 419 2.7 20,785 2.3 25,959 3.2 25,009 2.5 
計 ｜飢163175. s 1384, 209 I 53. 6 I飢蜘 146.614川 90161.3 528,632 54.5 
交通安全交付金 478 0.1 653 0.1 567 0.1 一 一 一 一
分担金・負担金 17,678 4.0 26,300 3.7 41, 085 4.5 17,497 2.2 21,369 2.2 
特 使 用 料 13,405 3.0 13,272 1. 8 15,730 1. 7 19,870 2.5 21, 847 2.3 
手 数 料 528 0.1 517 0.0 520 0.1 477 0.0 493 0.1 
国庫支出金 23,682 5.3 96,843 13.5 86,402 9.4 52,950 6.6 51,759 5.3 
定 国有提供交付金 一 一 一 一 一 一 一 一 一
県支出金 14,039 3.1 50, 105 7.0 123,783 13.4 68,236 8.5 124, 524 
財 財産収入 1,059 0.2 2, 168 0.3 41,342 4.5 23,834 3.0 5,666 0.6 
寄 附 金 l, 728 0.4 20,610 2.9 30,318 3.3 20,298 2.5 14,701 1. 5 
繰 入 金 一 一 10,790 1. 5 27,750 3.0 30,279 3.8 88,888 9.2 
源 繰 越 金 14,488 3.3 12,930 1. 8 12,849 1. 4 13,410 1. 7 16,242 1. 7 
諸 収 入 5,777 1. 3 4, 198 0.6 5,262 0.6 9,573 1. 2 25, 102 2.6 
地 方 債 15,300 3.4 94, 600 13.2 105,200 1. 4 54,300 6. 7 70,200 7.2 
メ口』 計 ｜肌3251100.o 1111. 195 !100. o I肌加 1100.o I飢 6141100.o I 969, 423 !100. o 
資料表rr-rn乙閉じ。
特定財源は， 4億4,079万1,000円であり，歳入総額に占める特定財源の比率は45.5%である。特
定財源の内訳では，県支出金が l億2,452万4,000円で対前年度比82.5%で大幅に仲び， 地方債が
7,020万円で対前年度比29.3%増と伸びているのが目立っている。国庫支出金は5,175万9,000円で
対前年度比2.2%減となっている。
自主財源でみれば， 4億1,741万7,000円で歳入総額に占める自主財源の比率を示す自主財源比率
は43.2%である。この比率は町村部平均を上回り，財政基盤の自律性が良好な状態にあることをあ
らわしている。依存財源は， 5億5,200万6,000円で，依存財源比率は56.8%である。
昭和52年度～昭和56年度の歳入の推移をみれば，増加傾向にあり，一般財源比率では昭和53年度
以降は多少の変動はあるが， 50～60%台である。特定財源は，本村の増大する行政需要をすべて限
られた一般財源で、充当することはできないため，増加傾向を示している。自主財源比率は40%前後
で推移している。
このように本村の財政収入の構造は，県支出金，地方債，国庫支出金などの特定財源収入に依存
している。さらに，自主財源の大部分を占める地方税のうち住民税（個人のものであって法人のも
注数値は構成比〈%〉である。
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図Eー 2 歳入決算額内訳（昭和56年度〉
地方譲与税 0.7
自動車交付金 0.6
（使用料 2.3
手数料 0.1
諸収入 2. 6 
のは含まない。〉の伸びは鈍化傾向にあるが，依存財源である地方交付税，県支出金，地方債発行額
はいずれも増加傾向を示している。国庫支出金は昭和53年度以降減少傾向を示している。
(3) 財政支出の構造
昭和56年度の財政支出〈歳出〉は，① 目的別歳出，② 性質的歳出，に分けてみれば，次のよ
うになっている。
目的別歳出決算額で最も多いものは，教育費の 2億7,975万7,000円（構成比29.4Jのである。次
いで，農林水産費の l億5,020万7,000円〈同15.8%），土木費（同1.0%），総務費（同10.7 % ),
民生費（同9.7%），消防費（同6.9%），公債費〈同5.5%）などの順である〈表II-17）。
性質別歳出決算額のうち，義務的経費は2億5,525万1,000円で歳出総額の26.8%を占め，投資的
経費は2億8,214万2,000円で歳出総額の29.7%を占めている。投資的経費が増加したのは普通建設
事業費の顕著な増加に帰因する。消費的経費は42.9%，その他の経費は0.7%を占めている。
昭和52年度～昭和56年度の歳出状況の推移を目的別にみれば，① 園場整備事業の実施によって
農林水産費が歳出の伸び (124.2%）を上回って増加していること（201.1%入②公債比の構成
比が4～5%台で小さいこと，③ 商工費の仲びは大きいが，各年度における構成比が5%未満で
小さいこと，④ 民生費の伸びは極めて小さく，各年度における構成比が低下傾向にあること，を
どを指摘することができる。
昭和52年度～昭和56年度の歳出状況の推移を性質別にみれば，義務的経費は公債費が小さいため
歳出の伸びを下回って増加（43.1%増〉しているのに対して，投資的経費は歳出の伸びを2.2倍ほ
ど上回って増加し，どちらの経費も増加傾向を示している〈表Il-16）。
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表Il-16 歳出〈性質別〉の推移 （単位千円，%）
昭和52年度 昭和53年度 昭和54年度 昭和55年度 昭和56年度
歳 出 ~IJ 
決算額｜構成比 決算額｜構成比 決算額｜構成比 決算額｜構成比 決算額｜構成比
人 イ牛 費 133,421 31. 4 146,549 21.1 151,772 17.0 166,041 21.1 169,737 17.8 
義 うち職員給 84,913 20.0 91,557 13.2 94,903 10.6 105,673 13.4 108,745 11. 4 
務 扶 助 費 24,469 5.8 27,563 4.0 30,127 3.4 31,131 4.0 32,809 3.5 
的 20,524 4.8 22,394 3.2 26,696 3.0 36,808 4. 7 52,705 5.5 
経 元利償還金 20,524 4.8 21,818 3.1 26,023 2.9 4.5 5.4 
費 一時借入金利子 一 一 576 0.1 673 0.1 1,20 0.2 1,750 0.1 
計い78，叫 42.0い96，吋 28.31208，吋 23.4い33，叫 29.81瓜叫 26.8
費消的経
物 ｛牛 費 60,932 14.4 56,865 8.2 65,569 7.3 71,732 9.1 73,086 7.7 
維持補修費 7,835 1. 9 10,570 1. 5 11, 729 1. 3 15,059 1. 9 18,569 1. 9 
補 助 費 等 82,030 19.3 89,897 12.9 101,534 11. 4 275,349 35.0 316, 432 33.2 
そ 積 立 金 10,000 2.4 33,700 4.9 30,000 3.4 一 一
の 出資金・貸付金 908 0.2 1,424 0.2 3,004 0.3 12,385 1. 6 3,680 0.4 他
の 繰 出 金 7,775 1. 8 2,300 0.3 43,361 4.9 2,300 0.3 2,400 0.3 
経費 前年度繰上充用金 一 一 一 一 一
投 投資的経費 76,501 18.0 303,084 43.7 428,544 48.0 175,567 22.3 282,142 29.7 
うち人件費 一 一 6,240 0.9 6,240 0.7 2,918 0.4 一 一
資 普通建設事業費 76,307 18.0 300,880 43.3 424,862 47.6 170,032 21. 6 273,934 28.8 内
的 うち補助 一 165,789 23.9 243,013 27.2 68, 321 8.7 83,385 8.8 
経 うち単独 76,307 18.0 123,918 17.8 168,576 18.9 74,619 9.5 190,549 20.0 
災害復旧事業費 194 0.0 2,204 0.3 3, 682 0.4 5,535 0.7 8,208 0.9 
費 訳 失業対策事業費 一 一 一 一 一 一
計 ｜い仇24，，吋 100.oi似 3461100.~ 89弘2乙,33
資料表Il-141L同じ。
このように本村の財政支出の構造は投資的経費の増加が著しい構造である。しかし，義務的経費
の構成比と投資的経費の構成比は昭和55年度以降縮まっていることを指摘できる。
(4) 税収の構造
昭和56年度の税収済額は， 2億4,447万8,000円で歳入総額の25.2%に相当する〈表II-18）。
税目別にみれば，水力発電所を中心とした固定資産税が l億4,673万8,000円であり，これは税収
済額の60.0%を占めて最も多い。次いで，住民税〈個人〉の6,291万2,000円〈構成比25.7%），住
民税〈法人〉の2,061万円〈同8.4%），たばこ消費税（同3.3%）などの順で多い。
このように本村の税収構造は固定資産税の税収が中心となっている。
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表 JI-17 歳出（目的別〉の推移 （単位千円，%）
昭和52年度 昭和53年度 昭和54年度 昭和55年度 昭和56年度
歳 出 $lJ 
決算額｜構成比 決算額｜構成比 決算額｜構成比 決算額｜構成比 決算額｜構成比
議 三＝』 費 23,689 5.6 25,130 3.6 25,088 2.8 26,723 3.4 27,012 2.8 
総 務 費 101,582 23.9 119, 895 17.3 178,808 20.0 99,467 12.6 102,036 10.7 
民 生 費 71,456 16.8 78, 685 11.3 81,796 9.2 86,874 11. 0 92,227 9.7 
衛 生 費 21,397 5. 1 39,271 5.7 43,572 4.9 31,876 4.1 30,071 3.2 
労 ｛動 費 18 0.0 28 0.0 124 0.0 105 0.0 101 0.0 
農 林 水 産 費 49,893 11. 8 101,124 14.6 210;328 23.6 108,498 13.8 150,207 15.8 
商 工 費 4,256 1. 0 6,715 1. 0 7,881 0.9 38,312 4.9 39,298 4.1 
土 木 費 37,661 8.9 201,970 29.l 179,072 20. 1 77,870 9.9 104,441 1. 0 
消 防 費 15,456 3.6 19,547 2.8 41, 362 4.6 39,304 5.0 65,484 6.9 
教 育 費 70,456 16.6 77,382 11.1 92,750 10.4 234,995 29.9 279,757 29.4 
災 室Eコ 復 I日 費 194 0.1 2,204 0.3 3,682 0.4 5,535 0.7 8,208 0.9 
公 債 費 20,524 4.8 22,395 3.2 26,696 3.0 36,813 4. 7 52,718 5.5 
諸 支 出 金 7,813 1. 8 一 1,177 0.1 一 一 一
前年度繰上充用金 一 一 一 一 一
メ口'>. 計 ｜仇判 100.ol肌判 100.oJ 89印 61100.oi 786, 3121100. oi951，叫 100.0
資料表II-141乙同じ。
図Il-3 性質別歳出決算額内訳（昭和56年度〉
注数値は構成比（広〉である。
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表 II-18 税収の推移 （単位千円，%）
昭和52年度 昭和53年度 昭和54年度 昭和55年度 昭和56年度
税 収 BIJ 
決算額｜構成比 決算額｜構成比 決算額｜構成比 決算額 l構成比
住 民 税（個人〉 33,393 17.3 39,250 20.4 43,200 21. 4 51,873 25.3 62,912 25.7 
住 民 税（法人〉 2,849 1. 5 3,392 1. 8 6,426 3.2 l, 760 0.9 20,610 8.4 
固 定 資 産 税 145,259 75.2 138,122 71. 9 140,700 69.7 137,664 67.3 146,738 60.0 
軽 自 動 車 税 698 0.3 667 0.3 750 0.3 814 0.4 848 0.4 
たばこ消費税 7,686 4.0 7,251 3.8 7,289 3.6 7,604 3. 7 8,021 3.3 
電 気 税 2,637 1. 4 2,606 1. 4 2,804 1. 4 4,186 2.0 4,595 1. 9 
カ、 ス 税 一 一 一 ← 一
鉱 産 税 一 一 一
木 材 ヲ｜ 取 税 10 0.0 一 5 一
特別土地保有税 724 811 0.4 777 0.4 754 754 0.3 
目 的 税 一 一 一
メ口』 計 1193, 2461100. oi192，叫 100.oi肌凶i100. ol批判 100.ol 244, 478, 100. 0 
資料表］［－rn乙同じ。
第皿節細入村の産業の現状とその問題点
細入村の産業おこしに係わる基本的要因について現状分析をしたが，さらに産業おこしを図るた
めには，産業おこしをなぜ図るのかという基本的な考え方を明らかにするとともに，既存の各産業
の現状分析を行い，それに内在するさまざまな問題点を抽出することが必要である。
1. 産業おこしの基本的な考え方
本村の産業はどのようにしておこすかについて前記の専門委員会で相当な日数をかけて協議した。
そのとき得られた理念を小生なりに解釈した考え方を示して産業おこしの基本的な考え方としたい。
現在の本村において産業と名づけられるものには，農林業，工業，商業，観光，その他の産業
〈建設業，その他〉がある。しかし，現状ではいずれの産業も小規模である。しかも農林業や商業
は生業の域にとどまっている。工業は，特に電気機械器具製造業は産業の形態を成しているが，そ
れ以外の製造業はまだ零細である。観光も本村の極めて恵まれた自然景観と交通事情を生かしてい
ない。建設業はそれなりの産業になっている。このように各産業の規模や形態をみるとき，村内に
雇用の場ないしは就業機会が少なく，従って所得の増大が望めない現状にある。そこで，村内に雇
用の場ないしは就業機会を増大させ，所得を増加させるとともに，村民の生活をより豊かにさせ，
村勢を繁栄させていくためには，産業をより一層振い興させ，本村の特性を生かした産業おこしを
図ることが急務である。
今後本村の産業おこしを図るためには，土地や労働力などの制約から考えても個々の産業おこし
だけを図ることは期待できない状況にあるから，都市型の産業おこしを目指すことは望ましくない。
やはり山村であるという本村の特徴を十分に生かした本村らしい産業を育成し，小規模であっても，
観光・レクリエーションを基軸とした第3次産業の積極的な導入を図り，これを中心とした農林工
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商の各産業を複合連関させた具体策を強力かつ長期的に推進することが必要である。このことは観
光・レクリエーションを基軸とするだけに，単に村内に限定して考えるべきことではなく，隣接町
村の大沢野町や岐阜県神岡町，岐阜県宮川村などの神通川流域の市町村と広域的連携を保って「活
力のある産業の村づくり」を推進すべきであろう。
2. 農林業
本村の場合には農林業とまとめて表記する方が本村の農林業にふさわしいが，記述は分けて説明
する。また，農林業の果たす役割は大きいので，まずこの点から説明する。
(1) 農林業の役割
本村は神通川中流の西岸に南北に細長く位置する文字通り細入村である。村土の総面積39.72km2 
(3,972加〉のうち約89.5%が林野面積であるため，農地は山あいに階段状に点在しており， 昭和
55年には田畑あわせて約136haで、あり，総面積の僅か3.4%であるにすぎない。そのため「人びとは
農業の合間に林業にも従業するとともに，農林外収入を得て生活を維持せざるを得なかった。飛騨
街道（現国道41号線〉が村内を縦貫していたこと，早くから電源開発が行われたこと，富山市に近
くて交通の便がよいために近隣市町村で、就労することが容易であったことなどで，村内外で現金収
入を得る機会に比較的恵まれていたので，村民の中に兼業の生活様式が深く定着してきている。」
このような村民の生活様式と「本村の土地利用上の制約から考えても，農林業単独で村民生活を
向上させる経済的機能を期待できない状況にあることは明らかである。しかし，農林業が村民の生
活の基礎になっており，村民が土地に根強い執着をもっていること，山村には水と緑を守り，村土
や県土を保全するなどの公益的な機能があることを考えると，農地や森林は単に村民だけでなく広
く人びとの貴重な財産であるということができ，それらの保全と農林業の振興は欠かせないもので
ある。」
この点からみれば，本村の農林業が，特に農業は村民の生活を支える最も基礎的な産業として，
また特に林業は公益的な側面からみて有用な産業としてそれぞれ重要な役割を果たしていることが
わかる。
(2) 農業の現状とその問題点
農業の現状分析については，農業が山村において村民の生活をどのように係わっているかを明ら
かにするために，次の多角的な視点①～⑨に基づいて少し詳しく説明する。問題点についてはその
視点の中か最後にまとめて記述する。
① 農家の動向
ア総農家数
総農家数は，農林水産省編の『農業基本調査』および『世界農林業センサス』によれば，表ill-1
のとおり，昭和55年2月1日現在205戸であり，昭和45年以降48戸 (19.0%）減少している。昭和
58年2月1日現在では， 185戸で昭和45年以降26.9%減少している。昭和45年～昭和50年には37戸
と急減 (14.6%）しているのに比べれば，昭和50年～昭和55年には5戸でこの減少率（5.1%）は
小さくなっている。このように総農家数の推移をみる限り農業離れは目立つている。なぜそうなっ
ているのかについては，イ以下の内容で説明する。
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55年，昭和58年。『1980年世界農林業センサス 宮山県』，回和55年。
イ 専兼業別農家数
； ：； 
農家を専業・兼業別にみれば，昭和55年は実に97.6%が兼業農家（世帯員中に兼業従業者が 1人
以上いる農家〉であるく表m-1）。昭和55年の専業農家数は5戸であるが，これは他に職業をも
たない高齢者のみが趣味と多少の実益を兼ねて細々と農業している農家である。通常の専業とは意
味が違っている。このことは単に統計表の数値からではわからないことであるが，何回も本村を訪
ねて関係者の話や会議に出席したことによってわかったことである。専業農家（世帯員中に兼業従
事者が1人もいない農家〉のうち男子生産年齢人口（15歳以上65歳未満〉のいる農家が昭和45年に
比べて減少したこと，専業農家1戸当りの平均経営耕地面積が小さいことが指摘できる。
兼業農家数は殆どの農家が第2種兼業農家〈自家農業を従とする兼業農家〉であり，増加傾向を
示している。このため，中核農家が存在していないことが伺われる。第l種兼業農家（自家農業を
主とする兼業農家〉は片掛に僅かl戸あるだけである。他はすべて第2種兼業農家であり，検原63
戸〈構成比34.1%），庵谷35戸〈向18.9%），猪谷25戸〈同13.5%），蟹寺20戸（同10.8%），片掛，
岩稲，笹津，割山の順に多い（表m-2）。
表皿ー2 昭和58年2月の集落別総農家数，経営耕地規模別農家数および専兼業別農家数 （単位戸〉
I l一規制数農業集落 総農家数 ｜ 
1 hα未満 1～ 2加
専兼業別農家数｜第2種鰐
専業農家｜震1種兼委農 家
笹 津 9 9 9 
!tョ, 手話 15 15 15 
割 山 1 1 1 
橋 原 63 58 5 2 61 
庵 谷 35 34 1 34 
片 掛 17 16 1 1 16 
猪 谷 25 25 2 23 
蟹 寺 20 20 1 19 
加賀沢 一 一 。
A口． 178 
資料表IlI-11乙同じ。
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ウ 兼業種類別農家数
兼業農家の実態を知るためには，その従事する兼業の種類別農家数をみる必要がある。表I-'-1 
のとおり，昭和55年2月1日現在の雇用兼業農家数は191戸で昭和45年に比べて28戸 (17.7%）減
少している。自営兼業農家数は9戸で昭和45年に比べて15戸と大幅に減少している。雇用兼業農家
数の昭和45年以降の11年間の減少率が低いため，兼業農家数に占める割合は昭和45年の90.1%から
僅かに低下して昭和55年には89.5%になった。
雇用兼業農家数について， 安定的就業とみなせる恒常的勤務と不安定的就業とみなせる出かせ
ぎ， 日雇・臨時雇とに区分してみれば， 昭和55年の恒常的勤務は 179戸で昭和45年に比べて 15戸
(7. 7%）減少している。安定的就業の割合は，相対的に大きくなり，兼業農家数の89.5%を占め
ている。これに対して，不安定的就業の日雇・臨時雇の割合は相対的に小さくなっており，兼業農
家数の5.5%を占めているだけである。
ここで，第2種兼業農家ではあとつぎ兼業が昭和45年に比べて大幅に増加していることはよろこ
ばしいことである。表111-3のとおり，昭和55年の世帯主兼業は126戸で昭和45年に比べ48戸（27.6
%）減少している反面，世帯主・あとつぎ兼業57戸とあとつぎ兼業13戸は昭和45年に比べてそれぞ
れ4戸（7.5%), 6戸（85.7%）増加している。
＼九［一日記［計~帯~~：~妥
50 216 7 1 208 60 141 
53 207 6 1 200 56 136 
数l 55 205 5 200 57 126 
!I一年 ム19.0 ム50.0 ム14.5 7.5 ム27.6
資料表Ill-I！乙同じ。
エ 農業就業状態別農家数
???
??
?? ?
??
???
85.7 
男子の農業専従者〈自家農業に年間150日以上従事－した者〉がし、る農家数は，昭和55年でみても
総農家数の僅か2.4%にすぎず，昭和45年に比べて大幅に減少（86.1%減〉している（表111-4）。
また，農業専従者が女子だけの農家数は，総農家数の7.3%を占め，これも昭和45年に比べて大幅
に減少（83.3%減〉している。
一方，農業専従者が 1人もいない農家数は，総農家数の90.2%を占めるが， 10年前に比べて58戸
(45. 7%）増加している。
オ 農産物販売金額別農家数
農産物販売金額別では，表111-5のとおり，昭和55年における販売なしの農家数は82戸で総農家
数の40%を占め，昭和45年に比べれば10戸 (13.9%）増加し，野菜などの自給作物の栽培が主体で
あることをあらわしている。
また，経営耕地規模が lha未満で農産物販売金額が100万円未満の農家は122戸で総農家数の大半
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(59. 5%）を占めているが，この1年間では56戸 (11.5%）減少している。このことは，恒常的勤
務のかたわら米作を行ういわゆる「飯米農家J，「日曜百姓」と呼ばれる第2種兼業農家が殆どであ
ることを意味する。
このほか，他の金額階層が総農家数に占める割合も小さくなっている。
（単位戸，%〉
男子農業専従者がいる ｜基幹男子農
I I i業専従者の
計 I 1 人 ｜ 2人以上｜いる農家
昭和45年 253 127 90 36 35 1 
50 216 119 68 29 28 1 
53 207 165 25 17 17 
205 185 15 5 5 
2…年！ ム19.0 45.7 ム83.3 ム86.l ム85.7
資料表Eー 21乙同じ。
注基幹男子農業専従者のいる農家とは， 60歳未満の男子農業専従者〈自家農業に年間150日以上従事した者〉のいる農家
である。
表Eー 5 農産物販売金額別農家数の推移 （単位戸，%〉
でミ＼ 万1日日円～未15満0I 150～200 100万円未満 100万円未100万円未満 販売なし 総占農め家る数割ξ口｜ 減 少 率 満減少率万円
昭和45年 178 3 72 70.4 45～50年ム12.4
50 156 一 60 72.2 ム12.4 50～5r年.8 
53 150 一 1 56 72.5 ム 3.8 ム2.8 
55 122 1 一 82 59.5 ム18.7 45～55年ム31.5 
資料表Ill-2に閉じ。
カ 経営耕地規模別農家数
まず，経営耕地面積は69.2hαで、あり，県下で最も少ない。水田で比較しても，平村の79加，上平
村の68加に比べ本村は僅か46加にすぎず極端に少ない。経営耕地面積は7,623αで昭和45年に比べれ
ば， 3,742α （35.1%）減少している。農家l戸当りの経営耕地面積は，昭和55年には33.8aであ
り，昭和45年の42.2αに比べてこの1年間で8.4α(19.1%）、減少している（表III-16）。集落別
〈地区別とも呼ぶときもある。〉では，農家がl戸しかない割山を除けば，農家1戸当りの経営耕地
面積は笹津が51.3αで最も多く，次いで庵谷40.5a，検原35.7a，岩稲34.6a，蟹寺30.5a，片掛
24.0a，猪谷23.1aの順である。水田率では，蟹寺が81.1%で最も高く，次いで岩稲75.0%，庵谷
68.5%，検原68.2%，猪谷55.7%であり，片掛は35.0%の順である。
次に，経営耕地規模別にみれば，表III-6のとおり，総農家数が減少する中で0.3ha(30α〉未
満層の農家が増加している。昭和55年の場合には，この層の農家数は103戸で総農家数の過半数
(50.2%）を占めている。 0.3～0.5加層の農家数は総農家数の27.8%を占めている。 0.5ha未満層
の農家数でみれば， 160戸となり，総農家数の約78%を占めることになるから，経営耕地規模の小
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さい農家が多い。また， 0.3加未満層の農家数は増加傾向にある。これらのことは，生産可能人口
の減少に伴う基幹的農業従事者〈農業就業人口のうちふだん仕事を主とする者〉などの減少から生
じる農業労働力の不足，耕作放棄，耕地の貸借（後述のクで説明する。〉，農業廃止，兼業による経
営耕地規模面積の縮小，経営移譲，土地所有権の移転，農地流動化の未進展などに帰因している。
表III-6 経営耕地規模別農家数の推移 〈単位戸，%〉コロ 0.3ha,未満I0.3 －~~I 0.5 －~~Io. 7 －~i3 I Lo －~語
実 昭和45年 89 79 48 31 5 1 一
50 88 68 43 16 1 一 一
53 95 65 34 12 1 一
数 55 103 57 33 11 一 1 
構 昭和45年 35.2 31. 2 19.0 12.3 2.0 0.3 
成 50 40.7 31. 5 19.9 7.4 0.5 
53 45.9 31. 4 16.4 5.8 0.5 
比 55 50.2 27.8 16. 1 5.4 一 一 0.5 
減 45～50年 ム 14.6 ム 30.0 ム 14.0 ム 48.4 ム 80.0 一
少 50～55 ム 5.1 ム 28.6 ム 4.3 ム 31.2 一 一
率 45～55 ム 19.0 ム 50.0 ム 17.7 ム64.5 一 一 一
資料表III-11と同じ。
キ 農業経営組織別農家数
農業経営組織別農家数をみれば，単一経営農家（農産物販売金額第1位部門が総販売金額の80%
以上の農家〉は101戸で昭和45年に比べ半減（72戸減， 41.6%減〉しているが，総農家数205戸に
占める割合は49.3%である〈表JII-7）。また，単一経営のうち，稲作農家が42戸で総農家数の41.6 
%を占めているが，この構成比は昭和45年の49.7%に比べれば低下している。これに対して，野菜
作りの単一経営農家が53戸で52.5%（総農家数の29.5%）で昭和45年の28.3%に比べて大幅に増加
したのが目立っている。
表直一7 単一経営農家数の推移 く単位戸，%〕
；！昭和：：~I
？（昭和；；年｜
作｜鯨類｜野
: I 1~ I 
；：：；｜：：；｜ 
｜ム 72.7 I 
????
?
?
?ー﹇｜?? ?
?
?
?
? ?
?
?
?
???
?
?
??
? ．
?? ??
??
． ． ????
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資料表IlI-lK閉じ。
ク 借入耕地・貸付耕地のある農家数
農用地の流動化に関連して，借入耕地と貸付耕地のある農家数と面積についてみることは重要で
ある〈表JII-8）。昭和55年の借入耕地のある農家数は52戸，その面積は5.7 haで昭和45年に比べて
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それぞれ30戸（36.6%), 5. 4ha (48. 8%）減少している。水田では借入耕地のある農家数は39戸，
その面積は4.3加で昭和45年に比べてそれぞれ24戸（38.1%), 3. 6ha (46. 6%）減少している。畑
は水田よりも農家数，面積とも昭和45年に比べて減少率が高い。
これに対して，貸付耕地のある農家数とその面積をみれば，農家数は15戸，面積1.4 haで昭和45
年に比べてそれぞれ1戸（42.3%), 2. 4ha (63. 9%）減少している。水田と畑についても同じこと
が指摘できるが，水田の場合の減少率は大幅である。いずれにしても，昭和45年～昭和55年の1年
間では田畑の貸借は少なくなっている。
ところが，前述のように耕作放棄をした農家数は昭和50年の60戸から昭和55年の13戸へとこの6
年間で大幅に78.3%も減少し，耕作放棄地の面積は昭和50年の7.1加から昭和55年の1.6haへと減
少していることをみれば，耕地を貸し付けるよりも放棄しているようである。耕地を借りても農業
労働力の不足で耕作できない実状がある。
表III-8 借入耕地・貸付耕地のある農家数と面積の推移 （単位戸， ha)
？よ
借入耕地 貸付耕地
合計田 畑樹園地 合 計 田 畑・樹園地
農家数｜面積農家数｜面積農家数｜面積農家数｜面積 農家数｜面積農家数｜面積農家数｜面積
実昭和45年 82 11.13 63 45 2.92 2 0.38 26 3.77 20 3.01 10 0.76 
50 71 10.10 58 7. 36 2.01 2 0. 45 36 6.94 20 4.89 27 2.05 
数 55 52 5.70 39 4. 24 1. 44 一 15 1. 36 6 0. 72 10 0.64 
増45～50年ム13.4ム9.3ム7.9ム2.4ム20.0ム31.2 ム60.0 18.4 38.4 84. 1 0.0 62.5 270.0 169.7 
減50～55 ム26.8ム43.6ム32.8ム44.2ム33.3ム28.4 一 ム58.3ム80.4ム70.0ム85.3270.0 ム68.8
率45～55 ム36.6ム48.8ム38.1ム46.6ム46.7ム75.3 ム42.3ム63.9ム70.0ム76.1 0.0 ム15.8
資料表皿－l!r.同じ。
表III-9 農家人口の推移 （単位人〉
＼年項、目
農家人口 農家人口の男女別・年齢別
茸人割農め合（口F家るZ駐の人｜卜割口護に口合%の占〕15歳以下 16 ～ 59 60 ～ 64 65歳以上
総数男女
男｜女男｜女男｜女男｜女
実 昭和45年 1,216 582 634 138 132 337 377 28 43 79 82 77. 8 13.2 
50 999 474 525 102 92 283 303 30 40 59 90 80.6 14.9 
53 944 450 494 98 84 268 280 21 30 63 100 80.7 17.3 
数 55 955 462 493 108 84 269 277 15 35 70 97 79. 9 17.5 
45 ～ 55率年
増減 611. 51却 61血 221ム1.71636. 41620. 21626. 51646. 41ム叫1.41吋 4.3 
資料表Eー u乙同じ。
② 農業労働力の動向
ア農家人口
農家人口は昭和55年には，表III-9のとおり， 955人で昭和45年に比べて261人（11.5%）減少し
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??
ている。この農家人口のうち16歳以上の農家人口〈世帯員数〉は763人で79.9%を占めている。 65
歳以上の農家人口は167人で17.5%を占め，高齢化の傾向が示されている。事実，この傾向は昭和
45年の13.2%から昭和55年の17.5%へ高まっている。総農家人口のうち男子は462人〈構成比48.4
%），女子は493人〈同51.6%）である。
イ 農業就業人口
農業就業者のうち主として自家農業に従事した者は， 表III-10のとおり， 207人で総農家人口の
38.6%を占めているが，昭和45年に比べて107人（34.1%）減少している。 これを男女別にみれば，
男子は昭和45年に比べ24人（33.8%）減少し，女子は昭和45年に比べ83人（34.2%）減少しており，
女子の減少率が高い。
年齢別就業階層では， 59歳以下層の減少が目立つ反面， 60歳以上の高齢者の就業率が高く，昭和
55年は63.3%を占め，この割合は昭和45年の46.2%から17.1%増大している。この点からみても，
農業労働力は年々高齢化している。本村の農業労働力は女子と高齢者に依存している。それだけに
今後も引き続き高齢者の経験と知恵に学び，それらを生かすことが必要である。田畑の立地上農機
具が使えないところでは多大の労働力を要していることも何んとかならないであろうか。
表III-10 農業就業人口の推移 く単位人，%〉
年次？ ~~ 0~1~！ ~＋~II 
月～昭和57年3足。
注農業就業人口とは，自家農業に主として従事した世帯員数である。
基幹的農業従事者数とは，農業就業人口のうち，ふだん仕事を主とする者である。基幹的農業従事者数の構成比は農業
就業人口に占める割合である。
③ 農用地面積の動向
ア 農用地面積と土地利用状況
経営耕地となっている農用地総面積は，昭和55年には69.23加（6,923α〉で昭和45年に比べて
46. 4ha (35. 1%）減少している。このことは耕作放棄，林地化などによるものと思われる〈表III-
11）。
農用地総面積を種類別にみれば，水田の総面積は昭和45年以降の1年間に14.2ha (23. 7%）減少
しているが，特に稲作田は半減している。普通畑と果樹園でもその聞に大幅な減少が目立っている。
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農用地の土地利用状況をみれば，水田が最も多く，昭和55年には農用地総面積の65.8%を占めて
いる。次いで畑が32.6%，樹園地が1.6%を占めている。
農用地面積については，その利用計画があっても，優良農地の保全，農道や用排水路などの土地
条件の整備がまだ十分でない地区がある。また，若手グループが農業に関心をもって生産性の高い
農業を目指すための組織づくり，農用地の有効利用のための体制づくりが進んでいないこともある。
表JlI-11 農用地面積と耕地利用率の推移
三三農用地 田 畑総面積 総面積｜｜｜稲作田｜｜｜ 利耕用地率 総面積｜｜普通畑｜｜耕利用地率
実 昭和 45年 10,665 5,973 5,958 99.7 4, 118 3,657 88.8 
50 8, 152 5,012 4,784 95.5 2,858 2,576 90.1 
53 7,236 4,722 4,631 98.1 2,387 2, 179 91. 2 
数 55 6,923 4,555 2,951 64.8 2,259 l, 918 84.9 
構 昭和 45年 100.0 56.0 55.9 ／ 
38.6 34.3 
／ 成 50 100.0 61. 5 58.7 35.l 31. 6 53 100.0 65.3 64.0 33.0 30.l 比 55 100.0 65.8 42.6 32.6 27.7 
増 45～ 50年 ム23.6 ム16.l ム19.7 ム4.2 ム30.6 ム29.6 1. 3 
減 50～ 55 ム15.1 ム 9.1 ム38.3 ム30.7 ム21.0 ム25.5 ム 5.2
率 45～ 55 ム35.1 ム23.7 ム50.5 ム34.9 ム45.1 ム47.6 ム 3.9
資料表皿ー1に同じ。
注耕地利用率＝作付面積÷〈田あるいは畑あるいは樹園地の総面積〉×100
＊印は茶園を含む。
イ 耕地利用率
（単位 α，%） 
樹園地
総面積｜桑園｜果樹園
574 277 196 
282 225 57 
127 92* 35 
109 86* 18 
5.4 2.6 1. 8 
3.5 2.8 0.7 
1. 8 1. 3 0.5 
1.6 1. 2 0.3 
ム50.9 ム18.8 ム70.9
ム61.3 ム61.8 ム68.4
ム81.0 ム69.0 ム90.8
農用地の種類別耕作利用率は，水田の耕地利用率が昭和45年の99.7%から昭和55年の64.8%へと
かなり低下した。このことは減反政策の影響をあらわしている。樹園地には変化はみられないが，
畑の耕地利用率もその聞に3.9%と僅かに低下している。
④ 農業生産構造の状況
ア 農業生産の動向
農業生産構造では，表m-12のとおり，米の比重が高い。農林水産省編，『生産農業所得統計』，
昭和55年，によれば，米の粗生産額は4,300万円で農業粗生産額約8,000万円の53.8%を占めている。
しかし，米の収穫面積2,732αは水田利用再編対策事業と圃場整備事業による休耕田の影響を受け
て減少し昭和45年に比べても大幅に減少している。米の昭和55年の収穫量は116tで昭和45年に
比べて82t (41. 4%）の減少を示している。
米に次いで粗生産額の多い野菜の粗生産額は， 2,900万円で農業粗生産の36.3%を占めている。
野菜類の収穫面積は昭和55年が1,122αで昭和45年に比べて半減している。野菜類の収穫量は昭和
51年～昭和55年を通じてだし、こんが最も多く〈昭和55年は53t），次いではくさいとなす〈同年は
ともに20t），すいか（同年は18t），さといも〈同年は16t），きゅうり〈同年は15t），キャベツ
（同年は9t），ねぎ（同年は8t）などの順である。
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麦・雑穀・豆類，いも類の粗生産額は，それぞれ100万円， 400万円で農業粗生産額の1.2%,5.0 
%を占めている。麦などの収穫面積は539αで昭和45年に比べて大幅に減少している。いも類の収
穫面積は285αで昭和45年に比べ400α （58.4%）減少している。いも類のうち春植えばれいしょの
昭和55年の収穫量は40tと多く，かんしょも13tと多い方である。その他の農作物については僅少
である。片掛の一部には養蚕が存続している。
’ 
表III-12 農業組生産額の移推 〈単位 100万円〉
農業組 耕種 養蚕三ヒ 畜産 物加農（D産工〉生産額 （~〕｜未｜轟 I＼，吋菜 l 果実｜叫(A+B+C+D) (B) (C) 実昭和 45 年 65 59 35 1 2 19 2 一 2 4 一
50 89 87 54 。 3 28 2 一 2 。
53 85 83 54 1 3 22 3 一 2 。一
数 55 80 78 43 1 4 29 1 一 2 一
構 昭和 45 年 100.0 90.8 53.8 1. 6 3.1 29.2 3.1 3.1 6.2 一
50 100.0 97.8 60.7 0.0 3.4 31. 5 2.2 一 2.2 0.0 
成
53 100.。97.6 63.5 1. 2 3.5 25.9 3.5 2.4 0.0 一
比 55 100.0 97.5 53.8 1. 2 5.0 36.4 1. 2 2.5 
増 45 ～ 50 年 36.9 47.5 54.3 50.0 47.4 0.0 一 0.0 
減 50 ～ 55 ム10.1 ム10.3ム20.4 33.3 3.6 ム50.0 0.0 
率 45 ～ 55 23.1 32.2 22.9 0.0 200.0 52.6 ム50.0 0.0 一
資料農林水産省編，『生産農業所得統計』，昭社55年。北陸農政局富山統計情報事務所編， 『富山県の市町村別生産農業所
得累年統計J，昭荒55年。
表III-13 生産農業所得の推移
＼寸 農得の生家産1戸農業当所り 耕の地生産10農α業当所り 人農業当（所従LりO得事り00者生円産1) 生産農業所得率 生産農業所得 奨水励田（利補助0用万再金円編等） 得
く%〕 (100万円〉 10 (LOOO円〉 (LOOO円〉
実 昭和45年 63. 1 41 2 162 33 183 
50 68.5 61 2 282 65 361 
53 58.8 50 4 231 57 238 
数 55 61. 3 49 9 239 57 467 
増 45～50年 48.8 0.0 74.1 97.0 97.3 
減 50～55 ム19.7 350.0 ム15.2 ム12.3 29.4 
率 45～55 19.5 350.0 47.5 72.7 55.2 
資料表III-121乙同じ。
注生産農業所得率＝生産農業所得÷生産農業粗収益×100
イ 生産農業所得
生産農業所得率は，農林水産省編，『生産農業所得統計』，昭和55年，および北陸農政局富山統計
情報事務所編，『富山県の市町村別生産農業所得累年統計』，昭和55年，によれば，表ll-13のとお
り， 61.3%であるが，昭和45年以降でみても低下傾向を示している。
農家1戸当りの生産農業所得はやや増加傾向にある。昭和45年～昭和55年間は47.5%増で年率
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4.3%増である。耕地10α当りの生産農業所得はやや増加傾向にあり，その年間では年率6.6%増で
ある。また，農業従事者1人当りの生産農業所得もやや増加傾向にあり，その年間では年率5.0%
増である。
このような現状をみれば，本村の農業は自家消費型の米づくりと野菜づくりであるが，米以外の
作目との複合農業経営がなされていないことがわかる〈表ill-7）。らっきょう以外の転作作物の適
地適作が十分に進んでいない。これらの課題に対処して生産性の高い農業を目指すためには，今の
農協関係の組織をさらに充実させ，この問題に応じた適切な指導を行わせるとともに，地域の実情
にあった特産物，例えば検原若宮柿の再発見やその他の作目の開発とその生産の拡大を図ることが
必要である。
⑤ 画場整備による農地の改良と整備の動向
農村総合基盤整備事業と団体営圃場整備事業が昭和53年度から実施されて以来，水田の圃場整備
は急速に進んでいる。この圃場整備によって，農地が区画整理されるだけでなく，農道や用排水路
が改良されるために，圃場整備は農業経営の合理化と省力化を進めるのに大いに役立つている。
ill-14 水田圃場整備の状況
集 落 周I] I 摂君主~i開！臨~~富まで問！整 〔備%〕 整（α〉備 田
総 数 5,315 3,890 73.2 l, 425 
笹 津 276 230 83.3 46 
~三, 手首 389 130 33.4 259 
害1 山 56 
検 ）京
2, 210 86.5 346 
2,500 
庵 谷 l,030 1,030 100.0 
片 掛 185 一 185 
猪 谷 360 130 36. 1 230 
蟹 寺 519 160 30.8 359 
資料細入村産業建設課調べ。
昭和58年末現在で農用地として有効に利用されている水田面積52.55加のうち38.90加（水田整備
率73.2%）が整備済みとなり， 集落別では岩稲， 片掛， 猪谷， 蟹寺の一部に未整備田が残ってい
る。これは土地基盤整備の困難な水田が多いからであるが，何らかの具体策が必要である。庵谷は
農道が未整備で水稲を中心とした農用地の拡大は今のところ困難である。圃場未整備の畑について
は，農道や用排水路の事業推進が遅れていることも影響して年々耕作放棄や林地化されているとこ
ろもあるので，やはり畑の闘場整備の早期実現が望まれる。
⑤ 特産物「らっきょう」の生産動向
らっきょうは本村の地域特定作物である。らっきょうは大正期から生産されており，昭和45年ご
ろから村外で加工され，「神通峡観光土産らっきょう漬」として商品化されているが， らっきょうの
生産量は次第に減少している。そこへ昭和57年に富山県の特産の里としてらっきょうの検原が指定
を受けたのを契機として細入村らっきょう生産組合が結成され，生産と販売の増大策が練られてい
る。
らっきょうの出荷農家数は，昭和56年には79戸で昭和51年以降で最も減少したが，昭和57年から
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は増加している。これに伴い昭和55年の作付面積5.4加は昭和51年に比べて3.3加（37.9%）減少し
たが，昭和58年でもそれほど作付面積は増加していない。昭和55年の出荷量43.2 tは昭和51年に比
べて26.2 t (27. 8%）減少したが，昭和58年には49.0tとなり，少し増加している。
表ill-15 らっきょうの生産状況
年 次｜出荷主〉家数｜作 付（ha)面 荷 量(t) 
昭 和 51 年 125 8.7 69.4 
実 52 123 7.6 61. 2 
53 124 7.6 60.5 
54 108 8.8 71. 2 
55 96 6.0 47.9 
56 79 5.4 43.2 
数 57 86 5.5 40.0 
58 89 5.5 49.0 
増 51 ，、 56 年 ム 36.8 ム 37.9 ム 37.8
減 56 ，、J 58 12.7 1. 9 13.4 
率 51 ，、 58 ム 28.8 ム 36.8 ム 29.4
資料表m-rn乙同じ。
このことは， らっきょうの産地庭先渡し価格が不安定であること，価格安定制度がないこと（こ
の制度があれば， らっきょうに対する取組み方も違うはずである。〉， らっきょうは出荷までに根切
り作業や選別作業で相当手聞がかかり，兼業農家には労働力の点で負担が大きいこと，生産技術の
研究が遅れていること， らっきょうの付加価値を高めるための研究や新市場，流通経路の開拓が残
されていること， らっきょうの生産や出荷についての組織づくりが遅れているために指導，調整，
補助が効果的に行われていないことなどに大きく帰因している。
⑦ 農業経営組織化の動向
既述のように本村の農業は婦人や高齢者の農業労働力に大きく依存して支えられており，次代の
農業の担い手に不安がある。本村の特徴である兼業による小規模農業を今後とも継続し，維持して
いかざるを得ないので，若年層の農業の担い手を養成するためにも，地域ぐるみで農業経営の合理
化を図らなければならない。
新農業構造改善事業や圃場整備事業の進展によって庵谷営農組合が昭和57年4月に，検原営農組
合が昭和55年7月にそれぞれ設定されて農用地の適正利用・管理が行われており，農機具や施設の
共同利用化・協業化への動きが定着しはじめている。また，稔原や笹津の農村振興会を中心として
地域ぐるみの生活基盤整備事業も進められている。しかし大型農業機械の導入は本村の農業の実
情にあわない面もみられる。
③ 集落別（地区別〉農業の現況
農村振興地域対象集落は，笹津，岩稲，稔原，庵谷，片掛，猪谷，蟹寺の7つの集落である。本
村は昭和55年度に農林水産省の地域指定を受けて昭和56年6月に『地域農政特別対策事業推進方
策』を作成した。これによれば，表lII-16のとおりであるが，この表の説明については割愛する。
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表Eー 16 集落別農業の現況 （昭和55年〉
＼集＼落 E別項lj~目農家数（戸〕 農家人口（人〕 経営耕地面積 （a) 農営耕家地1戸面積当〔りa経〉率水（%田〉
総数l轄！鰭総数｜男｜女町田｜畑同吋回｜畑
総 数｜州 51 刈吋叫羽317,623忠利丸刈叫 33.si 22. 2! 11. o/68. g 
北 笹津 9 9 41 21 20 462 276 1861 - 51.3 30.7 20.7 59.7 
部 岩稲 15 15 73 38 35 519 389 130 一 34.6 25.9 8.7 75.0 
割山 1 1 2 1 1 70 56 14 70.0 56.0 14.0 80.0 
地 檎原 74 2 72 363 171 192 2,641 2,500 823 18 35. 7 24.3 11.1 68.2 
区 計 3 96 479 231 248 4,392 3,221 1, 153 18 44. 4 32.5 11. 6 73.3 
地部区中
猪谷 35 35 143 75 68 l, 416 970 446 40.5 27.7 12.7 68.5 
片掛 22 一 22 100 48 52 529 185 260 84 24.0 8.4 11. 8 35.0 
言十 57 57 243 123 120 1,945 1, 155 706 84 34.1 20.3 12.4 59.4 
地部南区
庵谷 28 2 26 141 67 74 646 360 279 7 23.1 12.9 10.0 55.7 
蟹寺 21 一 21 92 41 51 640 519 121 一 30.5 24.7 5.8 81. 1 
計 49 2 47 233 111 125 l,286 879 400 7 26. 2 17.9 8.2 68.4 
総数めに占地区計各る割合の〈~ 北部地区 48.2 1. 4 46.8 50.2 24.2 26.0 57.6 61. 3 51. 0 9.5 ／／！ 中部地区 27.8 一 27.8 25.4 12.9 12.5 25.5 22.0 31. 2 1. 2 南部地区 24.0 1. 0 23.0 24.4 11. 3 13.1 16.9 16. 7 17.8 1. 0 
資料表皿－1に閉じ。
⑨ 農業の指標の比較
ここで本村の農業の経営規模とその実態を図ill-1の指標を用いて富山県平均と比較すれば，本
村の農業の地位を知ることができる。指標は県平均の数値を lとした指数で、あらわしている。本村
の場合，生産農業所得に関する 3つの指標は県平均を大幅に上回っているが，それら以外の指標は
図ill-1 農業の指標の比較（昭和55年）
第2種兼業農家数
(1,748.7戸）
200戸
農家l戸当りの経営耕地面積
(0.96ha) 
0.35ha 
田
(1, 878. Sha) 
46ha 
1 
畑
(60.0・ha)
23ha 
農家数
(2,038.3戸）
205戸
1 
1 
農家人口
(9,790.2人）
955人
農業従事者l人当りの
生産農業所得
( 2万9,742.9円）
46万7,000円
15.70 
耕地O.lha.
29.33当りの生産農業
所得
(1,942.9円）
5万7,000円
農家l戸当りの
12.01生産農業所得
農業粗生産額
(34億8,725.7万円）
8,000万円
( 1万9,885.7円）
23万9,000円
注 〈 〉書き 数値は富山県平均値である。その下の数値は本村の実数である。指数＝本村の指標の実数÷富山県の指標
の平均値である。図中0::0.10などの数値が指数を示している。
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県平均よりも極めて小さい値で示されるから，本村の農業規模の小さいことがわかる。農用地とし
ての水田は県下で最も少ないので，畑地を生かすことが農用地の有効利用を高め，複合農業経営に
役立つと思われる。
③ アンケート調査による農業の現況に対する農家意識
本村と本村地域農政推進協議会が昭和57年3月に実施した第2回『豊かで明るい村づくりのため
の農家意向調査』はア～キの7項目についてアγヶート調査したものである。アンケート回収率は
88. 7% （配布枚数282枚，回収枚数250枚〉で第1回目の回収率87.3%を上回っている。
ア 農業後継者と目される者について
農業後継者と目される者189人のうち20歳代の23.2%と30歳代の32.0%を合わせて55.2%の中堅
的な後継者がいる。 50歳代は2.8%しかない。 189人のうち91人（48.1%）は農作業を全く手伝って
いない。農業後継者と目される者の職業は179人のうち144人（80.4%）がサラリーマンである。
イ 農地の流動化について
経営耕地面積では，水田0.5ha以上の農家数は17戸（10.2%）であり，第l回目の9.0%に比べて
僅かながら水田の流動化が進んでいる。また，畑0.5加以上の農家数は2戸 co.9%）であり，第1
回目の0%に比べて畑地も僅かに流動化した。
ウ 転作作物の作付状況について
検原と庵谷の営農組合が中心となって作付栽培協定を結び，大麦4.8ha，大豆l.9haの転作実績を
上げている。らっきょうは畑作が主体で6.7加の作付であるが，このうち水回転作は0.57加（8.5
%）にすぎない。これらの数値は昭和57年度着手の地区再編農業構造改善事業実施以前のものであ
る。
エ営農体系について
農業機械や施設の共同利用は，「大いに必要」が51.8%（回答数129）で第l回目は33.6%である。
「個人でやっていきたい」は17.2%（回答数43）であり，第1回目の46.7%vこ比べて低下している
から，地域ぐるみの連帯感で農業おこしを図るべきであると考える農家の意識が高まっている。
オ 営農および環境施設整備について
第l希望は，「農道整備」の28.9% （回答数72），「耕地整備」の26.4% （同66），「集会施設」の
11. 8% （同30），「下水道施設」の8.9%（同22），「用水整備」の6.1%（同15）の順で示されている。
カ 農用地利用増進事業について
農用地を貸したいと思う人は29人 (14.1%）で，水田5.35ha，畑l.39ha，計6.74haとなっている。
小作料はIOa当り 1万円～l万5,000円級が45.4%（回答数114）で最も多く，木村の標準小作料に
近い金額である。
キ 水田利用再編対策について
「集団で、水回転作を進めたし、」が33.9%（回答数84）を占めているが，「個人で転作する」が
48.6% （同121）と過半数近くもある。希望する転作作物では，「大豆」の30.5% （同76）が最も多
く，次いで「らっきょう」の15.6%（同39），「大麦」の11.7% （同29）の順であるが，まだ低率で
あるため，今後転作作物の定着化と反収増の強力な推進が必要である。
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(3) 林業の現状とその問題点
林業の現状を明らかにするために，次の多角的な視点①～⑬に基づいて説明する。問題点の抽出
については，その視点の中であるいは最後に記述する。
①利用地種別林野面積および経営形態別林野面積
昭和55年の世界農林業センサスの一環としてまとめられた北陸農政局編， 『林業地域調査結果報
告書〈富山県〉』によれば， 林野面積は3,541加で林野率は89.1%である。国有林野率は33.7%で
ある。農林水産省富山統計調査事務所編，『富山農林水産統計年報 昭和54年～昭和55年』，昭和56
年 3月，によれば， 3,553加であり，細入村総務課編，『細入村の統計資料』，昭和56年，でも3,553
加としている。林野率は89.5%となり，本村の総面積のうち広大な林野面積がその大部分を占めて
いるが，県平均6,896.7haの半分ほどであり，県全体の1.5%を占めているにすぎない。表fil-18の
とおり，林野面積のうち国有林は1,261加〈構成比35.5%），民有林は2,292hα （64.5%）となってい
表JII-17 利用地種別林野面積の推移 〈単位 ha)
森林面積
総林野 樹林地 森林以外
面積合計計 人 工 林 天 然 林 竹林伐跡採地木未立地 。草生地
小計｜針葉樹l広葉樹小計｜針葉樹｜広葉樹
イ 3,553 3,553 3,396 681 658 23 2, 715 20 2, 695 1 156 
昭和50年 ロ
ノ、
イ 3,539 3,539 3,366 673 648 25 2,693 30 2,663 1 172 一
55 ロ l, 194 1, 194 1, 194 284 259 25 910 21 889 一 一
ノ、 2,345 2,345 2, 172 389 389 l, 783 9 l, 774 1 172 
資料北陸農政局富山統計情報事務所編， r林業地域調査結果報告書〈富山県）J!，昭社46年～56年10月。農林水産省富山統計
調査事務所編， 『富山農林水産統計年報』，昭和49年～昭和仁60年，昭社55年～昭社56年。
注 1. 各年2月1日現在。
2. 林野面積＝森林面積＋森林以外の草生地。
3. イは固有と民有の合計，ロは固有，ハは民有をあらわしている。
表JII-18 経営形態別林野面積の推移 く単位加，%〉
有！： 百分，1:j0 j何度産［私有
昭和；年I: :1 :~~~1 ：：~I =：：~I =2：~1 ~~~I ~： ~：~11~：1 ：~I ~~I ：~I 北；；
?
??
???????
資料表Ill-17に同じ。
注各年8月1日現在の『林業地域調査』による。
山村における産業おこし - 45ー
る。民有林のうち県有林が36hα，村有林が57hα，私有林が2,168hαである。
この私有林の所有者を昭和55年2月1日現在で在村不在村者別にみれば，在村者はl,668hα（76.9 
%）を所有し，不在村者は県内者が235hα （10.8%），県外者が265hα （12.3%）を所有している。
樹林地の天然林資源2,715加の内訳は，針葉樹が20hα，広葉樹が2,695hαで生産性の低い広葉樹
の面積が実に99.3%も占めている。
② 保有山林面積規模別林家数
本村では林業を専業とする林家は殆どない。林業経営規模でも表ill-19のとおり，昭和55年の農
家林家（保有山林面積が10α以上の林家〉の平均山林所有面積は3.27加であるが，保有山林面積5
M未満の農家林家数は159戸で総農家林家数187戸の85.0%を占めている。農家林家l戸当り保有山
林面積は3.3加であり，これは富山県平均1.8加を上回っている。
規模別にみれば， l～5hαの農家林家が111戸で最も多く，総農家林家の59.4%を占めているが，
昭和45年に比べ22戸 (16.5%）減少している。次いで， 0.1～lhαの農家林家が48戸〈構成比25.7 
%〉で総農家林家の25.7%を占めている。 5～10加の農家林家は20戸で、総農家林家の10.7%を占め
ている。 10～20加の農家林家は7戸で総農家林家の3.7%を占めているが， l戸当り面積は13.0hα
で最も多い。
非農家林家〈保有山林面積が lhα以上の林家〉の経営規模をみて目立つことは， l～5仰の非農
家林家数が39戸で最も多く，総非農家林家数52戸の75.0%を占めていることであるが，林家面積で
は総計l94hαの41.8% (8lhα〉を占めていることである。 5～lOhαの非農家林家数は9戸で総非農
家林家数の17.3%を占め，林野面積では全体の28.4%を占めている。 10～20hαの非農家林家数は3
戸（構成比5.8%）と少ないが， 1戸当り保有山林面積は12.3加で最も多い。
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私有林の林業経営は，本村の地形が急峻で山飽くまで険しく，積雪地域であるため，林業用機器
の使用に限界があること，季節による日照時間の差と雪どけの差に伴う樹林成育の差があること，
造林費用が異常に高騰していること，近年洋材依存度が高いため木材価格が不安定で低迷している
こと，特殊林産物価格も不安定であること，林業労働力は極度に不足しているうえに高齢化してい
ること（下草刈りの労力は実に大変である。〉，林道が未整備のところがあり，その新設も遅れてい
ることなどが理由となってむずかしくなっている。そのため，林家の林業に対する経済的依存度は
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低く，林業は産業としては成り立ちにくい現状にある。
③ 人工林率別林家数
昭和55年の農家林家186戸のうち人工林業が最も高い割合の林家数は20～40%の49戸と40～60%
の49戸である〈表ill-20）。次いで，それが80%以上の27戸である。
昭和55年の非農家林家52戸のうち人工林率が最も高い割合の林家数は10～20%と20～40%のいず
れも13戸である。次いで、40～60%の8戸である。
表皿ー20人工林率別林家数の推移 （単位戸〉
????
???????? ?? 目 l合計｜会工引M 未満I1叫つ弘1401為lっす0%以上
l吋 1I 151 201 491 49[ 261 
1 521 2 I 101 131 131 sl 31 
資料表III-11ζ同じ。
④ 主業別林家数
昭和55年の農家林家数のうち，安定的就業とみなせる恒常的勤務は164戸で大多数を占めてい
る（87.7%）。不安定的就業とみなせる日雇・臨時雇は10戸で少ない（5.3%）。自営林業の中では農
業をしている林家数は5戸（2.7%）である。
昭和55年の非農家林家については，恒常的勤務は30戸で過半数を上回る（57.7%）が， 日雇・臨
時雇は4戸で少ない。
表Eー 21 主業別林家数 （単位戸〉
林家B江〉＼
雇われ 自 A凸"" 業合計
恒常的勤務｜｜出かせぎ｜｜臨日雇時雇 林業 1農業｜その他
農家｜昭和 5年 l 8 
林家 構成比（%〉 10.。 4.3 
:・:I富品協i 18 57.7 34.6 
資料表III-1IL同じ。
⑤ 農産物販売金額規模別農家林家数
昭和55年の農家林家数のうち65戸は10万円未満の販売金額が全体の34.8%を占めているが，林業
収入の一部としても少ない。 10～50万円の階層は41戸で21.9%を占めている。販売なしは73戸あっ
て39.0%を占めている。
表Eー 2 農産物販売金額規模別農家林家数
7三：1農家林家数1販売なし I 10万円未満l叩～50
：：~7%) I 10~~~1 397~1 346~ 21~~1 3. ~1 o. ； .~1 
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⑥ 林産物販売林家数
林産物の販売については，用材で販売する農家林家数と非農家林家数はそれぞれ6戸（構成比
3.2%）と 2戸（同3.8%）で少ない。
⑦ 所有山林，保有山林がある林家数
昭和55年の農家林家における所有山林の林家数は186戸で、その面積は686ha，保有山林の林家数は
186戸で、その面積は6llhαで、ある。貸付・分収林のある林家数は39戸，その面積は75加で、ある。
これに対して，昭和55年の非農家林家における所有山林の林家数は49戸でその面積は234加であ
り，保有山林の林家数は94戸で、その面積は208hαで、ある。貸付・分収林のある林家数は5戸でその
面積は26加で、ある。
③ 造林面積
昭和55年の造林面積は人工更新のものであって34加である。造林は，個人造林の減少がみられ，
共同5，慣行共有7，社寺3，村lの合計16事業体が行う造林によってようやく維持されているよ
うな現状であるが，昭和45年の26事業体に比べれば，林家以外の事業体もかなり減少（39.5%）し
ている。
⑨ 林業労働力
林業労働力は著しく不足しているうえに，現在従事している森林組合労務班の労働力も不足し，
高齢化している。
私有林の所有者は，最近交通事情の発展から他の産業への就業機会と林外所得の増大があるため
に，林業就業者が激減して林業労働力が不足している。そのためどうしても森林組合労務班に依存
せざるを得なくなっている。さらに，若手労働力の不足とともに，後継者づくりもむずかしくなっ
ている。
⑬林道
本村が管理する林道は，昭和55年現在，延長9.9kmで、ある。この内訳は全幅員3～4m未満の林
道が3.4km，全幅員4～5m未満の林道が6.5kmである。
林道は未整備であり，新設の必要なところが多い。
3. 工業
(1) 工業の役割
本村の工業は主として婦人に就業機会を提供する産業として極めて重要な役割を果たしている。
(2) 工業の現状とその問題点
工業の現状を分析するためにここでは次の視点①～⑨に基づいて説明する。問題点についてはそ
の視点の中か最後にまとめて記述する。
①就業人口
昭和55年の工業（製造業〉の就業人口は， 406人で総就業人口の27.2%と最も大きな割合を占め
ている。男子は157人（構成比38.7%），女子は249人〈同61.3%）でどちらも昭和45年に比べてそ
れぞれ28人 (15.1%),5人（2.0%）減少している（表II-5）。
② 事業所数
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事業所数は，富山県統計情報課編，『工業統計調査結果表』によれば，表ill-23のとおり， 昭和
57年12月31日現在4業種の9事業所があり，昭和45年に比べて 2事業所増加しているが，昭和50年
に比べて 4事業所（30.8%）減少している。昭和50年と昭和51年の13事業所をピークにしてその後
電気機械製造業の盛衰によって逓減している。
従業者規模別事業所数をみて目立つことは，表m-24のとおり，従業者3人以下の零細企業が3
事業所で事業所数の33.3%を占めていることである。従業者4～9人の小企業は2事業所，従業者
10～29人，従業者20～29人の小企業はそれぞれl事業所がある。従業者30人以上の中企業は2事業
表Eー 23 工業の年次別状況γ目事業所数 製造品出荷額（万円） 粗削値額（万円〕 現金給与額（万円〕
｜ 年＼＼次＼ （所） 従業（人者〕数 総 額 出り1事荷の業製額所造当品従当品業出り荷者の畢額1造人 総 額 従価当業値り額者の付1人加 総 額 従謹給与業り額者の現1人金
実昭和45年 7 373 91, 648 13, 092. 6 245. 7 x x x x 
50 13 310 74,277 5,713.6 239.6 22,566 72.8 18,819 60.7 
53 11 186 105, 330 9, 575. 5 566. 3 27, 376 147. 2 2, 353 120. 2 
55 11 248 155,592 14,144.7 627.4 53,870 217.2 35,574 143.4 
56 10 269 149, 921 14, 992. l 557. 3 4, 439 165. 2 38, 712 143. 9 
数 57 9 238 158, 049 17, 561. 0 664. 1 54, 241 227. 9 38, 594 162. 2 
議145～昨J 28.61ム 36.21 72. 51 34.11 170. 31 xi xi xj 
挙150-..57 Iム 30.81ム 23.2/ 112. 81 207. 41 177. 21 140. 41 213. 01 105.11 167. 2 
資料富山県統計情報課編， 『工業統計調査結果衷』，昭和46年，阻和51年，昭和54年，昭和56年，回和57年。
注各年12月31日現在。製造品出荷額は，資料で製造品出荷額等＝当該年の1年聞における製造品出荷額＋加工賃収入＋製
造工程から出たくずおよび廃物の出荷額＋その他収入額と表示されているものである。
表Eー 24 従業者規模別事業所数の推移
｜アよ 総事業所数 3人以下（所〕 4～9人 1 10-..1 
昭和50年 13 3 4 1 1 4 一
53 1 3 3 2 2 1 
55 1 4 1 2 2 2 一
56 10 3 2 1 2 1 1 
57 9 3 2 1 1 1 1 
資料表Ill-231乙同じ。
表III-25 2大業種の実数とその特化係数 （昭和57年12月31日現在〉
I~目－~ 電気 機 械 木材 木製品本村
実数｜特化係数 実数｜特化係数｜実数｜特化係数 実数｜特化係数
1事業所数（所〉 4 13.4 238 1 3 4.2 564 1 
従業者数（人〉 220 12.1 11,260 1 6 0.7 5, 180 1 
製造品出荷（万額円等〉 153,628 20.3 12,983,075 1 l, 692 0.4 7, 140,601 2 
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所があり，昭和55年から操業をはじめた企業が成長していることは注目に値する。また，従業者10
人以上の4事業所がすべて電気機械であることも本村の工業の特徴である。
③ 従業者数
従業者数は昭和57年には238人であるが，昭和45年に比べて135人（36.2%）減少しているく表E
-23）。従業者数の大半は村内および神通川対岸の大沢野町下タ地区などの近隣の婦人労働力であり，
主に電気機械に就業している。若年層の労働力が不足している。さらに，村外の就業先ヘ流出して
いる工業労働力もある。
④ 製造品出荷額等
昭和57年の製造品出荷額等は，表III-23のとおり， 15億8,049万円であり，昭和45年に比べて大
幅に増加（6億6,401万円増， 72.5%増〉している。 l事業所当りの製造品出荷額等は 1億7,561万
円，従業者l人当りの製造品出荷額等は664.1万円でそれぞれ増加傾向にある。
⑤粗付加価値額
昭和57年の粗付加価値額は， 5億4,241万円で昭和50年に比べて2.4倍に増加しているく表 III-
23）。
⑤ 現金給与額
昭和57年の現金給与額は， 3億8,594万円であり，昭和50年に比べて 2倍ほど増加している。従
業者l人当りの現金給与額は162.2万円である（表III-23）。
⑦ 産業中分類別の工業の現状
産業中分類別でみれば，食料品，衣服，木材・木製品，電気機械の4業種がある。このうち電気
機械が本村の中核業種である。
電気機械は，表III-25のとおり，昭和57年には，事業所数は4事業所で事業所総数の44.4%を，
従業者数は220人で従業者総数の92.4%を，製造品出荷額等は15億3,628万円で製造品出荷額等総額
の97.2%をそれぞれ占めているからである。
木材・木製品は山村の地場産業として成り立っている。
電気機械と木材・木製品の2業種が本県の同じ業種に占める地位は特化係数で知ることができる。
特化係数は，電気機械（あるいは木材・木製品〉の事業所数〈あるいは従業者数，製造品出荷額
等〉が本村の事業所数〈あるいは従業者数，製造品出荷額等〉に占める割合÷本県の電気機械〈あ
るいは木材・木製品〉の事業所数（あるいは従業者数，製造品出荷額等〉に占める割合で示される
値である。
本県の事業所数，従業者数および製造品出荷額等をいずれも Iとすれば，電気機械はいすやれも 1
よりも大きいから，大きく特化している業種とみなすことができる。また，木材・木製品は事業所
数のみ特化している。
ここで，産業細分類別に事業所数をみれば，表面－26の通りである。
③ 工業の指標の現状
昭和57年の工業の指標を次の図III-2に記入した指標を用いて本村の場合と富山県の場合を比較
すれば，本村の工業の地位がより明らかになる。県の場合を 1とした指数で比較する。
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表 Eー 25 産業中分類別の工業の推移
？よ 事業所数（所〉 従業者数（人〉 製造品出荷額等（万円〉計ト料品｜衣欄，；，I議 衣服閣議 計 昨服｜雑品闘機械
実昭和45年 7 1 - 3 3 373 x x x 347 91,648 x x x 
50 13 2 - 3 8 310 x x x 290 74,277 x x x 
55 11 1 1 3 6 248 x x 7 232 155,592 x x 2, 163 
56 10 1 1 3 5 269 x x 7 249 149,921 x x 2,160 
数 57 9 1 1 3 4 238 x x 6 220 158,049 x x 1,692 
4誕！完） 1622.31 0.01-1 0.01什636.2 xi xi xl636.61 吋xi xi 
資料表ffi-231乙閉じ。
表ll-26 産業細分類別事業所数
産業中分類別｜ 産業細分類別 ｜事業所数｜設立年
食 料 品｜みそ・しょうゆ 1 1昭和7年4月
衣 服 i パンツ・ズポ~ I 1 ｜昭和昨7月
一般製材 2 ｜ 昭大和正3犯悶8年日7月
本材・木製品
箸 1 ｜昭和問4月
電解コンデンサー 1 ｜昭和昨ロ
電 気 機 械
通 信 機 抵抗器｜ 1 ！昭和46年6月
通信機器用部品 l 1 昭和50年10月
民生用電気機械器具 1 1 ｜昭和問。
資料細入村産業建設課調べ。
図m-2 工業の指標の比較（昭和57年12月31日現在〉
1事業所当りの
従業者数
(20.6人）
2~.4人
1.28 
従業者1人当りの
現金給与額
(265.6万円）
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従業者1人当りの
付加価値額
(699.9万円）
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1 
l事業所当りの
製造品出荷額等
( 3億 7,800.3万円）
l億7,561.0万円
1 
l従業者1人当りの
製造品出荷額等
(l ,835.0万円）
664.1万円
注 1. c 〉書きは県の数値であり，これを 1として表示している。
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151, 192 
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月
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（ 〉の下の数値は本村のものである。
2. 本村は従業者規模9人以下の事業所分については， 「粗付加価値」であり，従業者規模10人～29人の事業所分について
は製造品出荷額等を生産額とみなして「付加価値額」を計算している。従業者規模30人以上の事業所分については「付加
価値」である。あえて比較したわけである。
この図から読み取ることができることは，本村では l事業所当りの従業者数は富山県の場合より
も上回るが，図中のその他の指標では本村は小規模であることがわかる。
⑨ 本村商工会が昭和56年6月に実施した『住民意識調査』にみられる村民の工業意識
工業振興方法については，「規模拡大」が31.0%と最も多く，次いで「現状維持」が21.5%，「今
後の育成」が17.6%などの順で示される。村民の3分の lは既存企業の規模拡大を望み，別なアン
ケートの質問については村内の就業機会の増大や農林外所得の増大を望んでいる。
以上の工業の現状をみれば，電気機械のほかには，木材・木製品，食料品，衣服の業種は小規模
であるため，今のところ雇用吸収力のある工業になっていない。電気機械も下請企業であるため，
雇用が不安定である。これらの理由もあって就業者総数1,494人のうち50.3%が村外で就業してい
るので，村内で雇用機会の増大を望む声が強い。しかし，現状では工業の雇用吸収力に限界がある。
また，昭和56年8月10日， 8月20日， 8月27日に本村商工会が実施した集落別住民懇談会で、は，既
存企業側からみて通年的に安定した労働力が確保しにくいという問題点が出された。さらに，新規
企業の導入のときに必要な工場用地は確保難であるが，北陸電気工業（株）検原工場跡地の土地利
用をどうするかも問題である。また，工場適地や住宅適地の造成に必要な民有地の確保もなかなか
むずかしいようである。本村商工会が昭和56年6月に実施した『離村者調査』によれば，「残って
いる土地や建物を譲渡する気がなし、」とする人が75.0%もいる現状である。土地の交渉とかその他
の難題が残されている。
4. 商業
(1) 商業の役割
本村の商業は村民の生活資料，食料品などを供して村民の日常生活に利便をもたらせるという重
要な役割を果たしている。
(2) 商業の現状とその問題点
商業の現状分析は次の視点①～⑫に基づいて説明し，問題点を抽出する。
①就業人口
商業〈卸売業と小売業〉の就業人口は，昭和田年10月1日現在の国勢調査では204人（男子103人，
女子101人〉で総就業人口の13.7%を占めている。
② 小売商店数
小売商店数は，昭和57年6月1日現在の通産省編，『商業統計調査』と富山県統計情報課編，『富
山県の商業』では，表ill-27のとおり，飲食店10店と卸売店1店を除いた小売商店数は49店で、あり，
昭和45年に比べて 5店（9.3%）減少している。売場面積はl,479m2で昭和45年に比べて半減してい
る。小売商店1店当りの売場面積は32.9m2であり，県平均57.7m2に比べればその半分ほどであって
小規模である。小売商店1店当りの支持人口は53.2人で昭和45年の49.6人に比べて増加しているが， i
県平均55.4人よりもやや下回っている。
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表III-27 商業特に小売業（飲
年間商品販売額
計｜織｜飲｜自｜家｜そ
?????
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?? ??
?
?
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?
???
?
?
?
?
?
????????
??
???
~ ：~ ~l ;i~ ~ ~；：：：：~ ；： ~~~~rn~ ~ ：：：~irn~ 
xl73.91川山7.21 xi 仏 5
資料富山県統計情報課編，『富山県の商業J，昭和46年，昭和55年，昭和58年。
数
小売業，そはその他の小売業の略字である。
2. 売場面積については，自動車小売業，ガソリンステーションを除いている。各年3月現在。
表面－28 従業者規模別商店数・従業者数・年間商品販売額（飲食店を除く〉
商店数 （店〉 ｜ 従業者数（人〉 ｜ 年間商品販売額（万円〉
11～213～415人以｜ き /1～213～415人以｜ 11～2/3～41 5人以
人 l人｜上｜ ｜人人｜上｜計｜人｜人｜上
23,120 
51 54 35 14 5 132 51 47 34 
54 52 39 7 6 113 49 24 40 
数｜ 57 49 38 5 6 115 98, 855143, 155J31. 1101 24, 59 
増51 ～減57年率｜ ｜ 8.6，却4.31刈 5十川 2 吋吋 m 62. 1 
資料表III-271乙同じ。
従業者規模別商店数をみれば，従業者が家族を中心とした2人未満の小売商店数が38店と多く，
総商店数の4分の3を上回っているく表III-28）。
小売商店の店舗はそれぞれ工夫された設備で、あるが，小規模な売場面積にとどまっている。その
ため，村民の消費需要と結びついた「広い品揃え」が制約され，買いたい商品の品種と品目を不足
させ，代替商品を不足させている。
③従業者数
昭和57年の従業者数は，表III-27のとおり， 115人であり，昭和45年に比べて 6人（5.5%）増加
している。小売商店l店当りの従業者数は昭和57年には2.3人で昭和45年に比べて微増しているが，
県平均3.3人よりも 1人少ない。
従業者規模別従業者数をみれば， 2人未満の小売商店で働く従業者数は54人で従業者数の47.0%
を占めていて，従業者数からみても小規模な小売商店の多いことがわかる。また，従業者規模が3
～4人では従業者数は減少傾向にあるが， 5～9人では従業者数は僅かではあるが増加しており，
成長している小売店があることを示している。
④年間商品販売額
年間商品販売額は，物価高騰などの影響もあってか，表III-27のとおり， 9億8,855万円で昭和
45年に比べて4.3倍ほど増加しており，平均年率27.3%の高率の増加をみせている。小売商店 1店
山村における産業おこし - 53ー
食店を除く〉の年次別現況
3売販町3年売場m額間2面商当積品り 村り民の購t万人買円額当〕売 場 面 （積m2) 支持人口｜｜従業者数｜｜売場面積｜｜年販間売額商品 の
計｜織｜飲｜自｜家｜そ
3,399 966 1,25 x 419 x 49.6 2.0 62.9 428.1 212. 1 22.4 8.6 
2,096 52.7 2.4 38.8 l, 268. 8 519. 1 107. 8 24. 1 
1,371 312 705 x 151 x 53.8 x 26.9 x x x x 
l, 479 227 862 x 238 56.8 2.3 30.2 2,017.4 859.6 220.6 37.9 
ム56.5同JJ」xi 15.半バ 340.7 
小売業，そはその他の小売業の略字である。
当りの年間販売額は， l,561万円で昭和45年に比べてかなり増加しているが，県平均4,384万に比べ
れば，その3分の lほどであり，その差額は大きい。従業者1人当りの年間商品販売額は859.6万
円で昭和45年の約4倍であるが，県平均1,319万円には達していなし、。売場面積3.3m2( 1坪〉当り
の年間商品販売額は220.6万円であり，県平均250.9万円を下回ってはいるが，村民の日常生活に直
結している食料品の販売額が多いことをあらわしている。
年間商品販売額を従業者規模別にみれば，従業者が l～2人の小売商店では4億3,155万円で最
も多い（表III-28）。 3～4人の小売商店では年間商品販売額は増加傾向にあるが， 5人以上の小売
商店では昭和54年以後は多少の変動はあっても横ばい傾向にある。
図III-3 小売業の指標の比較（昭和57年〉
行政人口 1人当りの
購買額（79.1万円）
37.9万円
小売商店1店当りの
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1 
1 
小売商店1店当りの
年間商品販売額
(4,384万円）
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1 
1 
従業者1人当りの
年間商品販売額
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859.6万円
?? ??＝?
??
?
?．
?????
資料表Ill-271乙同じ。
注〈 〉書きは県平均である。これを 1として表示している。〈〉の下の数値は本村のものである。
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⑤ 商品手持額と商品回転率
商品手持額と商品回転率（年間商品販売額÷商品手持額〉はともに増加している。
⑤ 村民 l人当りの購買額
村民1人当りの購買額（年間商品販売額÷総人口）は， 37.9万円である〈表lII-27）。これは昭和
45年の4.4倍の購買額の増加を示している。昭和57年の県民1人当りの購買額は79.1万円であり，
本村の2.1倍である。
⑦ 小売業の指標の比較
本村の小売業の経営規模とその実態を図lII-3において富山県平均と比較すれば，本村の小売業
の地位がより一層明らかになる。県平均を lとした指数で、示して比較する。
この図から次のことを読み取ることができる。小売商店1店当りの支持人口が高く，村民1人当
りの購買額が県平均の半分ほどあることは，本村の小売業の現状維持が図れる可能性を秘めている。
また，県平均と比較した6角形の中に本村の図形が含まれるということは，本村の小売業の経営規
模が小さいことを示している。小売商店I店当りの年間商品販売額が県平均の3分の lほどである。
後述のアンケート調査結果にも示されていることであるが，売上不振ないしは横ばいを示し，経営
は厳しいことをあらわしている。
③ 産業小分類別の商業特に小売業の現状
昭和57年の小売業の資料では，飲食料品小売業が本村商業の中核業種であるく表lII-27）。
この業種の小売商店数は21店で総小売商店数の42.9%を占めているが，昭和51年に比べて 5店
(19.2%）減少し，従業者数は45人で総従業者数の39.1%を占め，昭和51年に比べて 14人（23. 7 
%）減少している。その年間商品販売額は5億3,192万円で総年間商品販売額の53.8%を占めるが，
昭和51年に比べて 1億4,688万円で5.3倍ほど増加している。
⑨ 集落別小売商店
ここで小売商店を集落別にみれば，笹津では大沢野町に近いためか小売店がない。岩稲，庵谷，
片掛，蟹寺ではそれぞれl店があるだけである。小売商店は本村の北部の検原と南部の猪谷に集中
しており，国鉄猪谷駅前通りは，県境の交通の要所として発展してきたので，商店街の様相を呈し
ている。
⑬ 飲食店などの現状
飲食店についてはあまり詳しい資料が入手できないため，十分な分析はできない。
昭和57年の飲食店の商店数は10店であり，その従業者数は24人であり，その年間商品販売額は
7,955万円であるが，昭和52年に比べればl,258万円（13.7%）減少している。この減少は国道41号
線の道路改良工事が影響している。
自動車販売修理店とガソリンステーションはそれぞれ2店ずつあるc
⑫ 小売業の経営状況
前述のように，小売業では村民1人当りの購買額は38.7万円で増加傾向にあるが，それでも小売
業の経営状況はかなり厳しくなっている。このことは地元購買力の多くが村外に流出しているから
である。「消費財の供給を他の地域に依存する，つまり地元だけでは足りtず他の地域まで買物に出
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かけていく傾向の強いのは，……細入村」などである。この原因としては，村民の買物意識の変化，
村民の多数が富山市や大沢野町などへ通勤していること，乗用車〈昭和55年の所有台数は725台で
村民l世帯当りの所有台数は1.02台である。昭和55年3月31日現在，富山陸運事務所資料。〉による
消費者行動範囲が拡大していること，消費需要の多様化と高度化に対応するための顧客の消費動向
がつかみにくいこと，顧客に買物上の利点を与え，利益還元をする形の販売サービスや販売方法
（特売，バーゲンセール，サービス券の発行など〉が行われていないことなどによって経営状況が
厳しくなっているわけで、ある。この状況は本村商工会が昭和56年7月に実施した『住民アンケート
調査』（回収率はほぼ100%である。〉にもはっきりとあらわれている。
小売業の経営上の問題点は，富山県商工会連合会が昭和56年に実施した『中小商業経営基本調
査』（回収率はほぼ100%である。〉によれば，本村の場合，「売上不振」（実数は必要であるが省く。
図Ill-4 品目別村内・村外購買比率
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資料 細入村商工会編，『住民アンケート調査』，昭和56年7月。同編，『昭社57年度地域小売商業近代化対策調査研究報告
書一細入村小売業の活性化を探るー』，昭和57年12月。
注 〈 〉書きの%は村内購買比率を示し，品目別の下の%は村外購買比率を示している。
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26.3%）が最も多く，次いで「大型店の影響」（実数は省く。 12.2%），「掛売増・代金回収難j
〈実数は省く。 10.5%），「商品仕入」（実数は省く。 10.5%），「同業者との競合」〈実数は省く。
7.0%）などの順で挙げられている。
このようなアンケート調査結果だけをみても，本村の小売業の経営状況は厳しい。そのうえ，小
規模な個人経営の小売商店が多いため，資本調達力は概して弱く，商業労働力が不足しており，後
継者難とみられる小売商店もかなりあり，売場面積の増大や店舗の改装もあまり期待できないこと
も経営状況を厳しくしている要因である。
⑫ 村民の購買意識と消費行動
村民の買物に対する意識と行動は，生活水準の向上，価値観の多様化などによって多様化し，高
度化している。その反面，小売業の沈滞傾向がみられるため，この傾向を脱するために本村商工会
が昭和56年7月に実施した『住民アンケート調査』では， 9項目の調査事項を設けて調査し，多く
の対応策を提言している。ここでは，ア 品目別流出状況，イ 買物理由，ウ 買物場所の3つの
項目についてのみ調査結果からみた村民の購買意識と消費行動の特徴を明らかにする。
ア 品目別流出状況
村外購買比率が村内購買比率を上回った品目は，図皿－4に記入した調査17品目の中で生鮮食品
と保存食品を除いた15品目である。
イ 買物理由
村内購買比率の高い生鮮食品と保存食品については，「近くて便利」が平均47.8%と最も多く，
次いで「商品の種類・量が豊富」というのが平均13.6%となっている。医薬品・化粧品については，
「近くて便利」が21.7%，「商品の種類・量が豊富」は20.9%である。
村外購買比率の高い順に3品目を挙げれば，家具（90.3%），服飾品（84.9%），靴・カバン
(84.8%）である。これらの品目については「商品の種類・量が豊富」であるという買物理由が最
も多く，それぞれ40.0%,42.9%, 44.8%である。
表I!I-29 品目別買物理由 く単位 %〕
ア？と 気由る軽に選でべ自顔なじみ親切ヒでサ 広宣伝告を・ 行セある品ンってがスが流あ 店の信用ースが便利 にある 安い である よし、 みて 度が高い
生鮮食品 52.6 13.5 5.6 4.7 4.0 
用家庭品用品・台所 22.6 27.8 8.9 6.7 4.0 
医薬品・化粧品 21. 7 20.9 5.1 7.2 5.2 
シャツ・肌着 17.6 32.8 11. 8 7.6 2.4 
家庭電気製品 11. 7 24.8 7.2 12. 1 6.3 
贈 控. ロロ 5.4 47.1 4.4 7.8 
貴時金計属・メガネ・ 6.3 36.5 4.5 4.0 11. 9 
靴・カバン 4.7 44.8 6.1 5.9 7.6 
Eli 飾 ロ口 42.9 4.5 5.1 8.8 5.6 
家 具 4.3 40.0 5.8 4.8 6.6 
資料図ill-4の『住民アンケート調査』に同じ。
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表皿－30 買物場所と村内購買比率 （単位 %〉
λ1よー率l酢 猪谷 富山 八尾一般商店昨｜昨一一 地区 地区町内 市内 町内 町内無記入
生鮮食品 78.0 73.1 51. 9 30.5 37.5 35.6 19.6 2.2 0.0 4.5 
家用庭品用品・台所 72.8 33.1 53.4 28.2 18.3 14.9 23.4 33.9 0.0 0.0 8.6 
医薬品・化粧品 44.0 29.0 33.9 44.4 14.9 14.2 26.3 31. 7 0.7 0.7 11. l 
シャツ・肌着 38.1 21. 8 70.7 14.4 11. 9 9.9 32.7 35.3 0.0 0.0 9.1 
家庭電気製品 33.6 19.4 30.4 50.5 19.0 27.8 0.9 40.4 2.1 0.0 9.6 
日首 答 ロ口 18. 7 7.5 69.3 13.5 4.2 3.3 8.2 73.3 0.0 0.0 10.5 
貴時計金属・メガネ・ 14.0 7.4 41. 0 39.1 7.0 0.0 10. 7 69.2 0.5 0.0 11. 6 
靴・カ ノミン 19.0 4. 7 60.9 21. 9 2.4 2.3 11. 8 71. 4 0.0 0.0 11. 2 
Bil 飾 ロロ 6.0 2.3 18.4 1. 7 0.6 8.3 76.2 0.0 0.0 13.7 
家 具 3.8 0.8 37.8 41. 7 0.8 0.0 30.0 58.0 0.0 0.5 10. 1 
資料表III-29！乙同じ。
表皿 ・ー31 地元商店への村民の評価 （単位 %〉
評価対象事項｜評価が低い｜評価は普通｜評価は高い，詐｜その他・無記入
商品の種類・量が豊富 53.2 34.1 4.6 8.1 
充し実さした施設での買物の楽 57.8 29.l 4.7 8.4 
流さ行やファッションの新し 64.2 21. 8 5.3 8.7 
店舗・装飾の美しさ 57.4 30.9 3.0 8.7 
顧客へのサービスの充実 40.1 42.1 10.0 7.8 
資料表III-29！乙同じ。
このような点からみても，村民の買物理由は値頃品から中・高級品へ，値段の安さから少しぐら
い高くても品質のよいこと，品目や品種の品揃えの豊富さへ，流行やセンスの豊かさなどへと指向
しているのであろう。
村民の地元商店への評価は，表皿一31のように，概して低く，村民の買物意識は買物前から既に
村外の商店へ向いている。
ウ 買物場所
買物場所を地域別にみれば，富山市がやはり最も多く，次いで本村，大沢野町となっているく表
III-30）。
店舗別では，調査対象17品目の中で家電製品と家具を除く 15品目は大型店や丸一パー店の利用率
が高い（表III-30）。 家電製品と家具の2品目は一般商店の利用率が大型店やスーパー店よりもや
や高い程度である。
5. 観光
(1) 観光・レクリェーション産業開発の意義
本村は観光・レクリェーション産業を開発できる可能性を十分に秘めている。本村の観光とレグ
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図国一5 観光資源および主要施設などの分布図
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リエーションに関する特性を生かした観光・レクリエーション産業を開発していくことは，他の産
業をおこす場合にも大きな影響を及ぼし，今後の村勢発展のために極めて重要なことである。この
点にこそその産業おこしの意義がある。
(2) 観光の現状分析とその問題点
観光の現状は産業として十分に成り立っていない。しかし，今後の観光開発やレクリエーショソ
地の開発のために必要な多くの観光資源に恵まれている。神通川の水や緑と紅葉など四季折折の峡
谷美，水力発電所のダムでつくられた人造湖の水量感などの自然景観のすばらしい「県定公園神通
峡」をはじめ，庵谷峠，御鷹山林道，常紅の滝，城ケ山公園などの豊かな自然景観，往時から越中
飛騨を結ぶ交通の要所として発展してきたことによる歴史的・文化的遺産など，多種多様である。
さらに，国道41号線，国道36号線や国鉄高山本線などの基幹交通路に恵まれているうえに，乱開発
されていないので，素朴な味わいがある。本村の主な観光資源および主要施設の分布図は図UI-5
のとおりである。
これらのすぐれた観光資源やレクリエーション資源も，拠点となる観光資源の中核がないために
生かされていない。そのため，現状では一過性の通り抜け観光・レクリエーション地に終っており，
折角の資源が生かされていない。その原因として次のような問題点が挙げられる。
① 本村には国道41号線，国道360号線， 国鉄高山本線の基幹交通路が縦貫していること， 富山
市の中心部から猪谷まで自動車で約50分という時間距離にあるという交通至便なところに位置
していることはよいのであるが，岐阜県の奥飛騨郷や高山市や流葉スキー場などの主要な観光
地へ行く通過地となりやすい位置にあること。
この都市部からの交通至便の裏返しとして，「滞留型観光」が育っていないこと。本村商工
会が昭和56年8月現在で、実施した『観光動態調査』〈回答者総数335人で，これらの人はすべて
村外の人である。）によれば，車を止めてあるいは村内のドライブイン，レストランで回答を寄
せた人の宿泊地は村内4%，村外19%であった。村内滞留者は 4%にすぎない現況である。
② 観光客が国道41号線から分かれて入りやすい広い道路がないし，案内標示の整備が十分にな
されていないこと。また，国道以外に連山や川沿いを南北に結ぶ整備された観光道路やふる里
歩道網がないこと。例えば，片路峡の片側しかみえないが，大沢野下タ地区を含めた観光道路
として寺津から薄波ヘ行く道が望まれる。
③ ドライブインを除いて観光客を休養・宿泊させる施設が全くないこと。個々の観光資源やレ
クリエーション資源が未整備であり，それらが有機的に連関していないこと。
④ 農林産物の栽培・加工体系が未確立であるため，特産品としてはらっきょうのほかにはみる
べきものがなく，農林商工の各産業と観光との相互関係が弱いこと。
⑤ 富山市などの都市部の就業地に近いため，また交通至便のため，村民は比較的容易に近隣市
町村に通勤して収入が得られるので，積極的に観光・レクリエーション産業や地場産業の開発
に取り組む必要がなかったこと。
また，村民の観光に取り組む合意ができていないし，観光開発の必要性は明白であるが，そ
れを主導していく組織がなく，その推進もまだなされていないこと。
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⑥平地が少ないため，また村民の土地に対する愛着が強いので，外部資本の進出が困難であっ
Tここと。
6. その他の産業
総理府統計局編，『事業所統計調査報告書第2巻富山県』，昭和56年，によれば，製造業（工
業〉と商業（卸・小売業〉以外の産業の事業所では，サービス業が29.7%を占めて最も多い（表
III-32）。次いで建設業の14.4%，運輸・通信業の3.6%の順で示される。
表ill-32 事業所数と従業者数の推移でみたその他の産業
」瓦~土｜昭和岬｜昭和畔 i 昭和53年｜昭和56引昭和霊長物6年｜脇島〕
I 138 I 凶 142 I 138 I a. a I 総数（11) (11) (12) (18) (63. 6) lOO. 0 
事 鉱 業 一 1 1 一 一
建 設 業 14 19 21 20 42.9 14.4 
業 製 造 業 10 8 9 10 0.0 7.2 
卸・小 売 業 63 66 58 54 ム14.3 39.1 
金融・保険業 1 1 1 1 0.0 0.7 
所 不 動 産 業 一 一 一
運輸・通信業 7 5 6 5 ム28.6 3.6 
(4) (3) (3) (3) 〈ム25.0) (16. 7) 
数 電気・ガス・水道業 5 4 2 1 ム80.0 0.7 
所、回ノ
(1) 
サー ピス業 38 36 41 41 (66~75 29.7 (6) (5) (6) (10) (55.6) 
公 務 一 3 3 5 一 3.6 
(3) (3) (5) （ー〉 (27.7) 
総 数｜ 116) (123) (135) (130) 
ム10.5 I 100. o 
12. 1) (lo. o) 
従 鉱 業 一 7 11 一 1. 3 
建 設 業 333 524 216 222 66.7 25. 7 
業 製 ユ、正旦と 業 403 118 185 261 ム35.2 30.3 
卸・ 小売 業 128 162 148 131 2.3 15.2 
金融・保険業 1 1 1 1 0.0 0.1 
者 不 動 産 業 一 一 一 一 一
運輸・通信業 75 54 58 49 ム34.7 5.7 
(65) (39) (39) (34) （ム47.7) (26.2) 
数 電気・ガス・水道料 43 20 13 33 ム~3ー.~ 3.8 
人
(1) 
サー ピス業 101 131 129 125 23.8 14.5 
(50) (57) (60) (67) (34.0) (51. 5) 
公 1寿 一 27 36 29 3.4 
(27) (36) (29) （ー〉 (22.3) 
資料総理府統計局編，『事業所統計調査報告書第2巻富山県』，昭和56年。
注 1. 各年9月1日現在。
2. c 〉書きは公営，国営，公共企業体の内数である。
サーピス業の41事業所は，昭和44年に比べて3事業所（7.9%）増加している。この41事業所の
内訳をみれば，保健，医療，廃棄物処理，教育，社会福祉，宗教，協同組合，商工会などの公共サ
ービスと準公共サービスが22事業所， グリーニング，理容，旅館などの対個人サーピスが16事業所，
自動車整備サーピスが3事業所である。従業者数は総従業者数の14.5%を占めており，いずれも村
民生活を支える極めて重要なものである。
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しかしレジャーや観光・レクリエーション関連サーピスや事業サーピスは村内には殆どない。
建設業の事業所数は20事業所で昭和44年に比べて 6事業所（42.9%）増加している成長産業であ
る。また，その従業者数は222人で総従業者数の27.5%を占めて製造業（工業〉に次いで多いこと
とからみても，建設業は極めて重要な産業であることがわかる。この産業の内訳では，土木工事請
負の2事業所を除いて殆どが建設関係の事業所であるが，従業者規模別従業者数が1～4人の事業
所が14事業所あって多く，次いでそれが5～9人の事業所は4事業所である。また，いわゆる「l
人親方」の事業所は2事業所がある。これらの業者は細入村建築組合を組織している。
この建設業の実態によれば，昭和53年の場合には，建設業就業者数227人の村民のうち村内就業
者は124人〈構成比54.6%）であり，村外就業者は103人（同45.4%）である。また，建設業の就業
者で村外へ流出している者は，既述の製造業（工業〉，サービス業に次いで多い。逆に，村外から
本村の建設業に従事している者は90人で製造業を上回って最も多い。この点が本村の建設業の特徴
である。
建設業の雇用者を年齢3階級別にみれば，男子では60歳以上が建設業の総雇用者数の19.1%,40 
歳以上がその64.5%を占めており，女子では60歳以上が12.9%,40歳以上が64.5%を占めているの
で，建設業の雇用者には比較的高齢者が多い。
本村商工会が実施した前述の『住民アンケート調査』結果では，建設業就業者の回答は「規模拡
大」が35.6%で最も多く，次いで「現状維持」が23.3%，「今後の育成」が23.2%である。建設業
の具体策としては，「大手企業との業務提携」が34.2%，「現状のまま」が31.5%，「共同化， 協業
化」が26.0%の順で挙げられている。
また，この調査の中で，村民全体は建設業について望むことは， 「規模拡大」と「今後の育成」
を合わせれば， 37.5%となり，「現状維持」の約30%を上回っている。
この建設業については，富山県商工会連合会が昭和54年に実施した『建設業アンケート調査』が
参考になる。このアンケートは本県商工会地域の建設業1,441社を対象として経営実態と経営意識
を調査する目的でなされたもので，回収率は約36.3%である。このアンケートは多角的な視点から
きめ細かく調査したものであるが，このアンケートの設問内容を決め，その調査結果および既存の
資料による分析をしたのは，増田信彦氏である。このような調査と分析は皆無であり，そのうえよ
い分析がなされているので，その分析は極めて貴重である。
本村の建設業者のアンケート回答数は12である。村内建設業は前述のように小規模な個人企業で
あり，資本金（元入金〉は200万円未満であり，専業のものが大半を占めている。地元受注比率は
大半の企業（事業所を意味する。〉が30%以下である。
これらの2つの産業のほかにも，村民生活にとって必要な産業の事業所がある。
第N節 細入村の特性を生かした産業おこしの具体策
前節までの現状分析と問題点の抽出を踏まえて産業をおこす必要がある。そのためには，各産業
ではどのような具体策が考えられるのか，また産業全体としてはどのような具体策を講じれば望ま
?
?
? ?
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しいのか，について産業おこしの基本的な考え方とも整合させて考える。産業おこしの具体策は既
述の委員会の諸見解を小生なりに理解したことも含めた私見で、あることをおことわりしておきたい。
1. 農林業
まず最初に，農林業の具体策を考える。この具体策の手段は他の産業の場合と同様に具体策の目
標ともなる性格のものである。
(1) 農業の具体策
① 稲作ついて
ア 圃場整備事業の実施を促進させる。特に笹津，岩稲，検原の3地区で4.0ha，片掛，蟹寺の
2地区で8.0haの圃場整備が必要であろう。
イ 笹津，岩稲，庵谷の3地区および検原の坪野地区の暗渠排水事業の実施 (16.5/za）が必要で
あろう。
ウ 水田再編対策事業に伴う転作作物の定着化のための圃場条件を整備し，昭和59年からはじま
る農家の取組み姿勢をはっきりさせる。
②畑作について
大豆の乾燥施策の整備を図ること，山菜などの特殊作物の栽培を推進すること。
③集落環境，観光農業について
ア 地区再編農業構造改善事業の実施（昭和57年～昭和60年〉
生産組織と集落環境の整備を実施する。細入北部地区における農村基盤総合整備事業に基づく集
落環境の整備計画は，次のとおりである。
表Ill-33 本村の農村基盤総合整備事業
整 備 事 業｜地区名｜箇所数｜ 整 備 距 離・面 積
農 業 集 落 道
檎 原 2 390m 
庵 谷 1 310m 
農 業 集 落 担ド 水 檎 原 2 880m 
用 地 整 備
検 原 1 LOOOm2 
庵 谷 1 1.000m2 
集落防災安全施設 撒 原 5 
公 園 緑 地 整 備
検 原 1 3,ooom2 
庵 谷 1 1.000m2 
l 
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イ 農道や用排水路の改良整備を推進する。
ウ 農村公園・広場の整備事業を進めること。
④ 営農組合の組織強化と農業経営の合理化などについて
地域ぐるみで農業を展開する中で営農組合の組織強化を図り，農業機械や農業施設の共同利用化
や協業化を図る。農業に積極的な農家の経営規模を拡大し，経営の合理化を進める。また，農業を
継承しがたい農家の農地の流動化を図り，農作業の受託や委託が円滑に行われることが望ましい。
⑤ 農業の若い担い手と高齢者について
農業の若年後継者の育成を図ることによって農業就業人口の確保に努める。また，高齢者や婦人
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の労力を活用することが望ましい。この場合，兼業農家とならざるを得ないので，農家人口ないし
は農家の世帯員がお互いに協力して各自の役割を果たす必要がある。さらに，幼少期から農業に対
する正しい理解をもたせるように教育の場において農業を体験させることも必要である。
(2) 林業の具体策
①森林組合の組織強化と活動強化，その労働条件の改善について
本村は昭和58年のはじめに富山市，八尾町，婦中町，山田村とともに広域化された婦負森林組合
を結成した。この森林組合の組織を強化し，経営内容の充実と管理運営に努め，国，県の林野行政
と連携を保ちながら，多角的な諸施策を長期的展望に立って行うことが必要である。
また，森林組合労務班の雇用関係の近代化，就業の安定化，労働条件と待遇の改善，労働の安全
衛生の確保，労務組織の育成強化などが図れるように本村も森林組合を通じて指導，調整，補助を
行うことが必要であろう。
② 植栽や造林について
ア 杉は40年で長いので，短期間で収益増大が見込まれる樹種として桐（10年かかる。〉の植栽促
進を図ること。
イ 私有林を買収し，造林に活用することを推進すること。私有林を積極的に買収して村有とし，
労務班主体の造林工場〈仮称〉をつくり，雇用の場をつくるが，この工場は村営工場として村民が
株主となり，村民全体で管理運営するのも 1つの施策である。
ウ 林道網の整備促進を図り，作業道の開設を図ること。整備促進すべき林道網は次のものであ
るといわれる。
表ill-34 整備促進が望まれる林道網
林 道 名， そ の 他 整 備 促 進 事 項
〈刀 大谷川線（2年目の継続工事中〉 延長
計） 御鷹山線 舗装，側溝
（ク） 猪谷川線 舗装
（持 岩稲・笹津線 新設
白う 猪谷川線支線 延長
切） 猪谷松出線 新設
件） 撒原の切取箇所 擁壁工事継続
資料細入村役場で行われた会議の資料。
林道整備事業の伺，帥， t功は，国の全額補助の対象にならないが，国，県，広域圏などの各種の
制度金融を利用して実施する気を起こすことが必要である。また，林道網の整備には用地補償問題
が大きな難題であり，その解決に難渋するであろうが，各集落の人々，林地所有者，村当局，森林
組合の前向きの姿勢と話し合いが必要である。
エ 国庫補助事業としての保安林改良事業実施の促進を図ること。
③ 林業の役割とその機能の再評価および今後の林業の進め方
本村の森林は，本村の土地保全だけでなく，土砂流出防止，土砂崩壊防止，水源溜養，保健林養，
野生鳥獣保護，林間利用の観光などの公益的かつ広域的な側面で極めて重要な役割を果たしている。
森林の機能を高めるためには，国，県，広域圏の治山治水事業，森林総合整備化事業を導入して林
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野の保護を図ることが必要である。
今後の林業は森林がもっている多面的な機能を十分に生かした森林づくりを推進すべきである。
また，造林については杉のような針葉樹を主体とした造林のあり方を見直し，有用な広葉樹の育成
を図り，造林を進める。さらに，公社，公団，寺院などが所有している森林地域の造林も進める必
要がある。
(3) 農林業と他の産業との複合連関策
ア 特産物らっきょうの生産と出荷の増大を図るために生産技術の指導と研究を行い，価格安定
制度を確立するとともに，生産組織を強化することが肝要である。らっきょうについては加工処理
施設を設け，付加価値を高めた商品化を目指し，販路の拡大とその新開発に努めていく必要がある。
また，「らっきょうまつり」の充実を図り，その宣伝をより一層進める。
イ すぐれた森林環境を有効に利用した観光・レクリエーション事業を積極的に推進する必要が
ある。そのためには，民間の積極的な協力を得るだけでなく，国や県や広域圏の制度を導入するこ
とが必要である。
ウ 割山から検原にかけての丘陵地を活用して趣味やレクリエーション教育を兼ねた体験する農
林業の場の開発を観光の開発とともに図らなければならない。
エ きのこ，山菜，観光用木材加工品，植樹や街路樹などの林産物の開発を図るとともに，農業
特産物の開発にも努める必要がある。
(4) 農林業に対する農業協同組合の取組み姿勢
以上の（1）～（3）を強力かつ積極的に推進するためには，何よりもまず農業協同組合の組織強化とそ
の自主的で積極的な取組み姿勢が必要である。
2. 工業
(1) 既存企業の育成強化を行政面から図る施策が必要である。その際に必要な行政指導や融資制
度，租税措置などの情報を与えることも必要である。
(2) 農林外所得を得たいという村民の強い要望を実現させて村内で雇用の場を確保するためには，
労働力，工場用地などを考慮して新規企業の誘致に大きな努力を傾注すべきである。その場合本村
の立地条件に適する業種，すなわち，広い工場用地を必要としない業種，公害の恐れのない業種，
付加価値の高い業種，冬季聞の労働力や高齢者の労働が活用できる業種，できれば雇用者数の多い
業種などが望ましい。具体的には，野菜かん詰，みそ，野菜漬物，米果，果実酒，めん類，婦人・
子供服の縫製などの細分類業種と電気機械（これは産業中分類名である。これを産業細分類名の中
で適するものを挙げれば，電気照明器具用部品，通信機器用部品，電気器具，通信機抵抗器。〉であ
る。
新規企業の誘致には工場用地の造成が必要である。北陸電気工業検原工場跡地の土地利用も検討
すべきである。そのためには，村民の合意，工場誘致条例（仮称〉，その他のことが必要になって
くる。土地の利用については，土地開発公社〈仮称〉をつくって長期的展望に立って検討すること
が望ましい。
(3) 木村の特性と英知を十分に生かした地場産業の開発を図る。らっきょう，きのこ，山菜など
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(4) 冬の農閑期に雇用の場として考えられる仕事（例えば，国鉄の除排雪作業がある。〉，婦人や
高齢者には屋内でできる木彫品，竹細工，園芸，わら工品などの仕事ができる工芸品の里（仮称〉
をつくることも必要であろう。
3. 商業
(1) 稔原の商店街「稔原商工親交会」，猪谷の商店街「猪谷商盛会」および商業者団体の組織強
化と魅力づくりをするように商業者の経営努力を助長するとともに，経営の近代化や経営基盤の強
化のために必要な指導や援助体制の充実に努めなければならない。
(2) 商店街や商店のある地域の環境（歩道，子供の遊び場，自転車置場，駐車場など〉の整備を
村民と一体となって，しかも長期的展望に立って促進すること。
(3) 商店は村民の日常生活に利便性を与えるものであるから，商店と住宅とが適正に配置されて
いることが望ましいという意味で，商店支持人口の増加策も考えなければならない。
(4) 地元購買力が村外の大型店ヘ流出しているため，大型店の魅力を研究し，顧客サービスの向
上に必要な対応策を考えるように指導し，援助を与えることが必要である。
(5) 消費者行政の観点から消費者を保護する。物価や品質の監視，不当な表示，計量，量目，取
引方法などで消費者が被害を受けないように消費者行政の推進を図る。
(6) 観光の開発，地場産業の育成を図ることに伴って商業の発展を複合連関的に図る。また，文
化・芸能活動を活発にすることは商業の活性化に役立つで、あろう。
4. 観光
(1) 観光・レクリエーションの目玉として重点的な観光・レクリエーションの開発拠点づくりを
推進し，休養・滞留型観光を目指すことが必要である。この拠点地区としては，検原の大清水〈お
しょうず〉と割山の土田池周辺の北部拠点と片掛の東野台地を中心にした南部拠点の2つの地区が
挙げられる。
これらの拠点地区では具体的な適地調査をする必要がある。さらに，休養・宿泊施設，スポーツ・
レクリエーション施設，歴史的・文化的施設，野外教育的施設をつくって村内外の人々を受け入れ
る施設を整える必要がある。本村では村の特色である水力発電所の産業施設や交通関係の史跡を生
かして電力博物館の建設，猪谷関所や音量の渡しの復元による交通・歴史館の建設を図ることが望ま
しい。
(2) 2つの拠点地区を中心地区として村内における観光・レクリエーション周遊ルートづくりを
図ることが必要である。
北部では，富山平野， 日本海，遠く能登，佐渡を一望のもとに望める周遊ルートとして，検原か
ら林道御鷹山線（この山は675m）や村道を利用して割山，岩稲，笹津山（538m）を経て笹津に
至るコースをつくる。
南部では，歴史的遺産めぐりの周遊ノレートとして，旧飛騨街道を利用して庵谷から片掛の洞山
(831.8m）を経て猪谷川に沿って猪谷，蟹寺に至るコースをつくる。
これらの周遊ルートづくりによって，林野を有効に活用できる林道の役目を果たすこともできる
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し，個々の観光資源やレクリエーション資源を整備して有機的に関連づけることができる。
(3) 水や緑や紅葉がすばらしい県定公園神通峡沿いの観光ルートづくりも必要である。そのため
には，大沢野町と相互に協調して，割山，笹津山と猿倉，御前山との連携，片路峡を中心とした周
遊ルートづくりなどの開発を共同して進める必要がある。
(4) 本村と隣接する八尾町，宮川村，大沢野町，さらには岐阜県の流葉，高山などと石川県の能
登地方を結ぶ観光ルートをつくるとともに，立山や立山山麓レクリエーション基地，有峰県立公園，
黒部峡谷の観光などとの広域観光グループ化を進めることによって観光・レクリエーション開発を
図ることも必要である。
(5) 観光行政のための体制を強化し，観光協会，その他の民間の観光推進団体の組織を強化し，
村民と行政が一体となった観光への取組み姿勢とその体制づくりが必要である。
(6) 観光には魅力のあるよいアイディアが必要である。既存の観光・レクリエーション資源でも
使い方によって効果的なものもあるので，観光案内板，道標などを整備するだけでなく，観光パン
フレットの内容の充実や観光地図に見やすさとわかりやすさをもたせる必要がある。さらに，情報
伝達機関を通じて観光・レクリエーショ γの情報宣伝活動を強化することが必要である。
(7) 各種の催し物を積極的に開催する。郷土芸能の発表，細入まつり， らっきょうまつり，神通
峡シンポジウムなど各季節に応じた催し物の計画を推進するだけでなく，郷土芸能については保存
と育成に努める。さらに，文化財や民俗資料の収集を進め，既存のものの保存を図るとともに研究
する。各集落に埋もれた観光の素材を発掘する。この意味でも郷土の歴史的・文化的再発見を図る
こと，郷土に根づ、いた連帯感の醸成を図ることは，観光・レクリエーション開発にも役立つことで
ある。
(8) 観光・レクリエーション開発と自然環境保全とを両立させるために，乱開発は防止すべきで
ある。それだけに村民の積極的な理解と協力を求めて総合的な土地利用計画を策定し，これに基づ
いて観光・レクリエーショ γ開発を大局的にとらえた特色ある構想に基づいて推進することが肝要
である。
(9) 快適な観光・レグリエーション環境をつくるために，道路，上下水道などの生活関連施設を
整備し，休養・宿泊施設をつくり，環境美化運動や緑化花ーばい運動の団体〈本村連合青年団，婦
人会，観光協会，花と緑の銀行，その他〉の協力を得ていかなければならない。
(10) 観光の開発を図るためにはまた，観光意識の高揚を図るとともに，心のこもった応接や美し
い観光をつくり上げるための運動を展開し，村民がもてなしの心をもっという観光マインドを養う
必要がある。また，先進観光地に学ぶとともに，いわゆる姉妹都市縁組をすることも本村の観光の
開発に資するであろう。
ω 観光目的が単に名所旧跡を「見て憩う観光」から「学ぶ観光」や「体験する観光」へと多様
化し，観光の質も変化していることを十分に認識したうえで，さまざまな施策を構じる必要がある。
ω 国，県，広域圏，各種団体，企業などの直営施設の誘致に努める。労働省の野外趣味活動施
設，運輸省の家族旅行村，農林水産省の自然休養村，県の広域圏および企業の保養所などの宿泊を
兼ねた施設の誘致に努める。
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さらに，国道41号線や国道360号線が本村を縦貫しているため，また豪雪地域，森林地域である
ため，文部省や建設省，科学技術庁などから雪，木材，交通道路などの試験研究機関を誘致するこ
とも望まれる。
ω 農林業，工業，商業と有機的に関連させながら観光を柱とした産業おこしを図る必要があ
る。
5. その他の産業
(1) 建設業の発展を図るために，小規模業者の共同化・協業化を進めるとともに，村内外の受注
量の増大に努め，必要な情報や援助を与えるよう指導する必要がある。
(2) サーピス業の育成強化を図る。とりわけ生活関連サーピスは住みよい生活環境づくりのため
に必要である。観光・レクリエーションの開発に伴ってレジャー関連サーピス業の積極的な導入を
図ることも必要である。
第V節 細入村の産業おこしに果たす行財政の役割
村民の行政への要望や期待はますます多様化し高度なものとなってきている。厳しい財政状況の
下で村民の行政需要や産業おこしの要望に適切に対応していくためには，先見と創造に富んだ総合
的な行政を「村民総ぐるみ」で計画的に推進していかなければならない。この意味において今後行
財政が果たすべき役割は極めて大きい。
1. 計画行政の推進による産業おこし
産業おこしの基礎的条件は，行財政がしっかりしていることである。まず，行政面から産業おこ
しを図るためには，次の3つの点が重要な課題となるであろう。
第1は，産業おこしを図るために必要な行政組織の機構をつくり，それを効率よく運営すること
である。
第2は，「村民総ぐるみ」で産業おこしを図ることである。
第3は，隣接の県・市町村との協調と連携を図ることである。
(1) 産業おこしを図るための機構づくりとその効率的な運営
産業おこしを図るためには，既存の行政組織の機構の枠組みを越えて，企画調整，土地取得，観
光，広報などを総合的に推進するための組織づくりが必要である。また，庁内連絡会議などを定期
的に行い，行政施策の整合性を保つことも大切である。さらに，職員をより適切に配置すること，
職員の資質をなお一層向上させるために職員を自治大学や県などへ派遣して各種の研修を行うこと，
よりすぐれた人材を採用するように心がけること，職－員はすべて職務に自覚と情熱をもって取り組
めるようにすることなどに努めなければならない。
行政上の事務や業務を見直し，それを能率よく処理するために改善を進めることも重要なことで
ある。そのためには，各職員が担当外の事務でも対応できる努力をすること，時代の進展に応じた
事務改善を図ること，必要な分野では業務委託や広域的処理を行うこと，行政組織の責任体制を確
立することなどが必要である。
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このような機構などの改革の下で，村民への行政サービスをより一層充実させるとともに，行政
の効率的な運営に努め，産業おこしに資することが必要である。
(2) 「村民総ぐるみ」による産業おこしの推進
産業おこしを図るためには，村民と行政とが一体となって，その推進にあたることが肝要である。
そのためには，各種の団体や各集落の代表者などの村民が参加した「村づくり協議会（仮称〉」を
つくって集落聞や村全体の諸問題について協議し，また必要に応じて特定の事項についての専門委
員会や諮問機関を設けて協議することも必要である。
村民と行政とが一体となった村づ、くりを行うためには，相互の情報連絡伝達手段としての広報活
動が大きな役割を果たしている。そのためには，従来の広報体制をよく吟味して村民への情報伝達
をより迅速かつ正確にするとともに，行政に対する村民の意向を十分に吸収し，反映させることに
よって，村民と行政との健全な意見の疎通を形成していく必要がある。
(3) 隣接の県・市町村との協調
産業おこしを考え，その具体策を効率的に実施していくためには，本村と歴史的，地理的，経済
的な諸条件などで深く結びついている隣接の県や市町村と緊密な連携と協調を図り，それぞれの行
政区域を越えて共通する課題について広域的な見地から共同で処理するように努める必要がある。
本村で既に広域的に処理している業務には，大沢野町への救急業務委託，富山市を中心とした
上・中新川郡の 1市3町とのし尿処理事業，富山地区広域圏事務組合1市町村によるごみ処理事業
がある。
また今後は，消防・救急事務の広域組織化，防災行政無線施設の共同設置なども検討する必要が
ある。さらに，本村の活性化を図るために推進しようとする観光・レクリエーション事業は，本村
独自で実現できるものではない。
県定公園神通峡の開発とその整備，神通峡と結んだその広域的な観光を図るためには，隣接の町
村，特に大沢野町，八尾町，岐阜県の宮川村と神岡町の理解と協力を得て相互に手を携えていくこ
とが必要である。
2. 産業おこしへの財政の適切な対応
産業おこしを図る上で財政が果たす役割は極めて大きい。そこで，本村の財政には産業おこしに
必要な財源的な裏付けがあるのかどうか，また今後増大してし、く行政需要に対して財政がし、かに適
切に対応すべきかを検討することこそ肝要である。
本村の財政が産業おこしにどのように関連するかを検討すれば，次の特徴を指摘できる。
歳入面では，次のことが指摘できる。
①地方税と地方交付税はそれぞれ歳入の約25%，約30%を占めているが，いずれも伸び率が低
下傾向を示している（表Il-18）。地方税のうち水力発電所の大規模な固定資産から得られる固定資
産税の税収は相当にあるが，新規の水力発電所が建設されない限り，その税収の減少が予想され
る。また，住民税〈個人〉の伸びも多く期待できない状況にあり，住民税〈法人〉は企業が少ない
こともあってその比重は小さいく表Il-17）。
② 財政力指数は，最近では0.4台であって，県内の同一規模の町村に比べて高いが，昭和40年
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代に地方交付税の交付団体になって以来，財源に余裕はなくなってきている（表J[-16）。
③ 自主財源比率は，年度によってほぼ40%台であり，低下の傾向を示している（表ll-16）。
④ 村債現在高は年々増加傾向をたどっているので，今後は起債に依存することには限度があり，
財政の運営においても好ましくない。〈表Il-16)
歳出には性質別と目的別があるので，両方をみる必要がある。しかし，ここでも性質別の歳出面
では，投資的経費は，予算規模が小さいため，年度によって変動が大きい。これまでのところ投資
的経費がこの歳出に占める割合は平均しでほぼ30%台である〈表Il-17）。
このような財政状況の下で，産業おこしをはじめ，生活基盤の整備，福祉の充実，教育・文化の向
上などに係わる行政需要をすべて第2節で説明した一般財源で、まかなうことは困難である。新たな
事業を実施するためには，極めて多額の投資的経費を要する。この経費を捻出するためには，歳出
面で節減できる消費的経費は節減して資金を蓄積していくとともに，国，県，広域圏などの各種の
資金や補助金を導入するとか，有利な村債を発行するとか，民間資本を活用するとか，村民の応分
の負担によるとかして，何とかして財源を確保することが肝要である。このようにして確保した多
財源を集中的かつ計画的に投資することによって財源の効率的な運用を図り，産業おこしをはじめ，
多種多様な行政需要に対して財政が適切に対応できるようにしなければならない。
第VI節むすび
前節までにおいて，細入村の産業に関する現状分析を行い，問題点を抽出した。さらに，本村の
特性を生かした産業おこしの具体策を考えた。
本村のような山村における産業おこしにあたっては，土地，資金，労働力などの制約条件を配慮
したうえで，個々の産業を大事にしながらその育成強化を図り，観光の開発と結びつけていく必要
がある。この場合，個々の産業の特性を生かした具体策を有機的かつ複合関連的に結び、つけ，観光
を基軸とした産業おこしの具体策を行政と村民が一体となって「村民総ぐるみ」で強力に推進する
とともに，広域的な発展を図るために近隣の市町村との連携を深めていかなければならない。
このような具体策を図ることは，本村の村勢発展にとって極めて重要なことであり，人口の減少
を歯止めするための 1つの施策であると考える。そのための他の施策（住宅政策，生活環境の整備
など〉を考えることは，小論の残された問題点で、ある。
(1) 注（2）の専門委員会の研究会で考え出された語句である。
(2）細入村総合計画策定委員会専門委員は次の5氏（順不同。〉と小生である。委員長植村元覚氏，桑山清
輝氏，中藤康俊民，土田 希氏，野尻昭一氏。
(3) 細入村総合計画策定委員会委員の次の諸氏からいろいろと御教示いただきました。助役中山鎌雄氏， 収
入役池内啓二氏，元収入役中村広陸氏， 教育長北野秀雄氏， さらに次の方は順不同で御芳名を挙げます。
本田正吉氏，絹川博治氏、西嶋正信氏，荒矢喜一氏，河村進一氏， 田口秀一氏， 山口 勲氏，高田敏成
氏，村田幸則氏，大下勝氏。議長加藤勉氏，副議長江尻喜一氏および議員諸氏。
細入村総合計画審議会委員の次の諸氏から御教示いただきました。 ！｜原不同で御芳名を挙げます。小林正
信氏，村上今朝男氏，水上富雄氏，藤井季雄氏，野尻重隆氏，荒川 清氏，平野松次氏， 坂井太右エ門
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氏，悟道長二氏，笹島与三松氏，村田俊行氏，江尻孝男氏，山下外二氏，森下宗義氏， 坂元直正氏，中村
茂氏，飯島民子氏。
さらに，昭和58年11月23日役場での協議会に出席された役場職員諸氏。本村商工会のアンケート調査に
回答された殆どの村の方々。昭和56年，昭和57年当時の同商工会の吉光正氏，谷村治子氏，西村寿子氏，
橋本輝子氏におかれましては， アンケート調査，住民懇談会などの際にはいろいろとお世話様になりまし
Tこ。
このほか御芳名は明示しておりませんが， 細入村総合計画策定について住民・自治会・役場職員提案書
を提出された方々にも御教示いただきました。以上の方々に感謝いたします。
仏） 植村元覚氏，「自然的条件」，細入村商工会編，『細入村商工会地域ピジョン』，昭和56年11月， 58ペー ジ。
(5), (6), (7), (8) 『細入村総合計画書〈原案〉』， 昭和59年2月現在作成中。特に野尻昭一氏の見解に負うとこ
ろが大きい。
（め瀧好英氏，「商業J，富山県商工会連合会編，『小規模事業対策特別推進事業報告書一一新しい地域づく
りをめざしてー－~，昭和55年 3 月， 34ページ。
ω増田信彦氏，「地域振興に伴う建設業の実態」，富山県商工会連合会編， 『小規模事業対策特別推進事業
報告書』，昭和55年3月， 1～124ペー ジ。
ω，ω 専門委員会の協議内容に負うところが大きい。小生なりの解釈でまとめたものである。
紛，M) 桑山清輝氏，「住民の連帯感のある村づくり一一教育・文化の向上一一J，『細入村総合計画書（原
案〉』，昭和58年。電源開発のことについては，桑山氏が収集，聞き取り調査，研究をされて苦労してまとめ
られた『室報1 年表手法による調査研究便覧』，昭和58年10月，からよくわかる。この資料は村史編纂の
うえだけでなく，山村における諸事象を文化的，歴史的，社会的， 経済的， その他の観点から研究するた
めの基礎資料・史料として極めて貴重なものである。
ω 中藤康俊民，「集落の機能」，『細入村総合計画書（原案〉』，昭和59年。
(I.$ 土田 希氏，「健康・福祉の充実」，『細入村総合計画書（原案〉』，昭和59年。
なお， 小論の英文テーマのつけ方については， 本学部助教授武井勲氏からいただきました御教示を参考に
した。
